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設置の趣旨等を記載した書類 
 

１．設置の趣旨及び必要性 

１)新潟医療福祉大学の特色 

新潟医療福祉大学（以下、「本学」）は、2001 年度（平成 13年度）に設立され、現在

6 学部 14学科から構成されている。設立の目的は、学則第 1条に示されており、「教育

基本法及び学校教育法の精神に基づき、広く保健・医療・福祉に関する専門の学芸を教

授研究し、豊かな人間性と高潔な倫理性を涵養し、保健・医療・福祉に関する指導的人

材の養成を目指し、もって学術文化の発展に寄与し、人類の福祉の向上に貢献すること

を目的とする」ことにある。 

すなわち、本学は、保健・医療・福祉分野の異なる専門職種間の「連携教育」により、

「対象者の QOL（生活と人生の質）向上を考え、QOL 向上のため支援を実践する人材（QOL

サポーター）を育成」することを目的に、教職員・学生の社会貢献等により地域社会の

ニーズに応えることを教育理念とし、各専門領域の横断的連携教育と地域社会との協働

による教育を特色としている。 

当初は医療技術学部と社会福祉学部の 2学部 5学科でスタートして、理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士、管理栄養士、社会福祉士の育成を行ってきた。その後、2005 年

度（平成 17 年度）に健康スポーツ学科を設置し、健康分野の人材育成を開始するとと

もに、2006 年度（平成 18 年度）に専門職の中核をなす看護師等を育成する看護学科を

設置した。また、2005年度（平成 17年度）に高度専門職の育成と研究の場として、大

学院医療福祉学研究科（修士課程）を設置し、2007 年度（平成 19年度）には博士後期

課程（医療福祉学専攻）を設置した。 

さらに、2007 年度（平成 19年度）には医療技術学部を改組し、健康栄養学科、健康

スポーツ学科、看護学科から成る健康科学部を設置し、学科としては全国初となる義肢

装具自立支援学科を医療技術学部に設置した。2010 年度（平成 22年度）には医療の質

向上に資する診療情報管理を中心とした事務業務を担う人材を育成するために医療経

営管理学部を設置した。2011年度（平成 23年度）には全国初となる臨床工学技士・臨

床検査技師の 2つの資格取得を目指す臨床技術学科、2014年度（平成 26年度）には視

機能科学科、2017 年度（平成 29 年度）には救急救命学科、2018 年度(平成 30 年度)に

は診療放射線学科を設置した。それに伴い、医療技術学部・健康科学部を改組し、新た

にリハビリテーション学部・看護学部を設置した。2023 年度(令和 5年度)には北海道・

東北地方・北信越地方で初となる鍼灸師養成を目的とした鍼灸健康学科が開設予定であ

る。結果現在の 6学部 14 学科となっている。 

このように、本学は「保健・医療・福祉・スポーツの総合大学」として、保健・医療・

福祉の各分野で活躍できる人材を育成することにより、地域社会への貢献に対して各方

面から期待されている。 

 

２）心理健康学科設置の背景 

「人」は生まれてから死に至るまでその一生の中で環境に適応し、発達していく。種

としての「ヒト」は進化の中で、高度な脳機能を獲得し、文化を育んできた。また我々

は「人間」として、社会の中で様々な行動を学習しながら生きていく。心理学は、こう

した「ヒト」「人」「人間」の心や行動を、実験や観察、面接や調査など科学的な手法に

よって、実証的に明らかにしていく学問であり、本学科の研究対象とする中心的な学問

分野とする。 



 

 

(1) 社会的背景 

2020 年(令和 2 年)に始まったコロナ禍は我々の生活スタイルを大きく変えること

になった。子どもたちは小学 1 年生からタブレット端末を使って自宅でオンライン

授業を受け、親は在宅勤務でオンライン会議によって仕事をする。コロナ禍は、すで

に進んでいた情報化社会を一段と加速させることとなった。ソーシャル・ネットワー

キング・サービス（SNS）上での誹謗・中傷、フェイクニュースなども大きな社会問

題となっており、社会の分断をも生む事態となっている。 

学校教育現場では、いじめ、暴力行為も増加し、小・中学校における不登校は令和

3年度に 244,940 人となり、前年度から 24.9％増加している（出典：文部科学省「令

和 3 年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果の概

要」）。また発達障害については正確な数を把握できていないが、2017 年度時点で診

断やカウンセリング等を受けるために医療機関を受診した発達障害者数は 23.3万人

とされ（出典：厚生労働省資料「発達障害の理解」）、2012 年の文部科学省の調査に

おいては通常の学級における発達障害（学習障害、注意欠陥多動性障害、高機能自閉

症等）の可能性のある児童生徒は 6.5％程度であったとされている（出典：文部科学

省「令和 3年度特別支援教育行政の現状について」）。 

2016 年の厚生労働省の「生活のしづらさなどに関する調査」では、18歳以上の身

体障害者が 412 万人、知的障害者が 73 万人、また 2017 年の厚生労働省の「患者調

査」では外来を受診した精神障害者が 389 万人を超えたとしている（出典：厚生労

働省「令和 3年度版障害者白書」）。こうした実態に対して、障害者だけでなく、障害

者の家族も含めた心理的支援が強く求められている。 

さらに、2060年(令和 42年)には約 4割の人が 65歳以上になる超高齢化社会では、

老老介護や孤独死など様々な社会問題が深刻化しつつある。 

また、厚生労働省「令和 3年度児童相談所での児童虐待相談対応件数」によると、

児童虐待の相談件数は、2019（令和元）年度 139,780 件、2020（令和 2）年度 205,044

件、2021（令和 3）年度 207,659件(速報値)と大きく増加傾向である。このような現

状を受け、2018（平成 30）年に政府より「児童虐待防止体制総合強化プラン」が策

定され、公認心理師などが任用される児童福祉司を平成 29年度の約 3,240 人から令

和 4年度までに 2,020人増員し、5,260 人へ、また虐待等による心に傷を負った子ど

もへのカウンセリング等の充実を図るため令和 4 年度までに心理に関する専門的な

知識・技術に基づき指導を行う児童心理司について、児童福祉司 2 人につき 1 人配

置することとし、2017（平成 29）年度の 1,360 人から 2022（令和 4）年度までに 790

人増員し、2,150人へ、2024（令和 6）年度までに 2,500人に増員する計画が進行中

であり、福祉領域においても心理職の需要が高まっている状況である。 

こうした社会的背景の中、多様な人々がそれぞれに幸せに生きていくためには、物

理的な環境の改善だけでなく、対人関係など人的な環境の整備が喫緊の課題となっ

ている。2017（平成 29）年 9月には、「公認心理師法」が施行され、国家資格として

様々な心理的問題を抱えた人々に対するカウンセリングや心理療法、心理検査や地

域支援などに対する需要に対応するため、臨床心理の専門家を育成することとなっ

た。 

しかしながら、心理学は心理的問題を抱えた人々に対してのみ貢献するものでは

ない。「ヒト」を生物学的に理解することは、進化の中での人類の役割や可能性、将

来の世界を考えることにつながり、また、社会の中での「人間」行動を理解すること

は、協調や競争のあり方、多様化が進む社会全体の発展にも寄与する。したがって、

心理学を学び、心身の健康とともに人間理解を深めることで、心理的問題を抱えた



 

 

人々への支援だけでなく、多様化・複雑化していく社会の中で、個の成長や共生社会

の発展に寄与できる人的環境を整備できる人材の育成は急務である。 

 

(2) 地域の要請 

新潟県の自殺死亡率（人口 10万人当たり）は 18.9 人と、全国平均の 16.4 人を上

回っている(出典：新潟県福祉保健部障害福祉課「新潟県の自殺の現状」)。また、令

和 3年 10月 1日現在で新潟県の 65 歳以上人口は 33.4％で、全国の高齢化率 29.4％

を 4.3 ポイント上回っている(出典：新潟県庁 HP「令和 3 年高齢者の現況」)。こう

した状況の中で、日本海側最大の規模である人口 222.7 万人の新潟県内にある私立

大学で、心理系の学部・学科が設置されている大学は 2 大学のみで、その収容定員

も 270 名しかない。これは日本海側では新潟に次いで大きな経済圏を有する石川県

が人口 114.1 万人に対し、心理系学部学科を設置する私立大学が 3 大学あり、収容

定員 580名であることと比較しても圧倒的に少ないことがわかる。 

しかも、現在新潟県内にある心理関係学科では、臨床心理学科あるいはリハビリテ

ーション学科として設置されているもので、基礎心理から人間行動の心理も含め心

理学を幅広く学べる環境はないといえる。日本海側の人口最大都市である新潟市に

幅広く心理学を学べる学科の設置は地域の要請に応えるものである。 

 

(3) 既存学科との連携教育 

本学の教育理念が、「対象者の QOL（生活と人生の質）向上を考え、QOL向上のため

支援を実践する人材（QOL サポーター）を育成」することは先に述べたとおりである。

そのため、保健・医療・福祉分野の異なる専門職種間の「連携教育」を重視してきた。

しかしながら、これまで本学には「こころ」にかかわる学科はなかった。「チーム医

療」を目指すうえでも、対象は人であり、人間理解に基づいた医療・福祉現場での

「こころ」のケアや心理学的知識を有し医療関係の多職種との連携が重要であるこ

とは言うまでもない。 

さらに、本学は「スポーツ」にも力を入れており、スポーツ現場での選手・スタッ

フへの心理サポートは、競技力向上のみならず、アスリートの支援プログラムの開

発、幼少期のスポーツ活動の在り方など「こころ」の理解は欠くことができない。と

同時に「からだ」から「こころ」への働きかけも、重要な観点である。 

このように、心理健康学科の設置は、本学における領域横断的な教育研究をさらに

発展させ、本学の教育理念を実現するためにも不可欠な学科となり得る。 

 

(4) 設置の必要性 

コロナ禍での情報化社会の急激な進展、いじめや不登校などの学校現場での諸問

題や超高齢化社会の到来、多様性を認め合う共生社会の実現といった社会的な要請、

日本海側における人口最大の新潟県の抱える問題とそれに対応するための人材育成

に対する地域の要請、さらには本学の特色をより生かすためにも、心理健康学科の設

置は不可欠である。そのために、心理健康学科では「あたま」「こころ」「からだ」の

すべてを学ぶことができるように、基礎心理、臨床心理、運動心理の 3 つの柱で、人

間の統合的理解を目指す。これは、進化という観点で「あたま」を理解し、適応・発

達という観点で「こころ」を理解し、学習という観点から「からだ」を理解すること

となる。 



 

 

医療・福祉現場だけでなく、一般企業での人事マネジメントやメンタルヘルス、学

校教育やスポーツ現場での子どもからアスリートまでの心理サポートを可能にする

人材の育成が必要とされており、そのための教育研究拠点を設置する。そして、国・

県や市町村といった行政機関、医療・福祉・教育・スポーツなどの様々な現場で、自

ら問題を発見し、解決する力を発揮できる人材育成を行うことによって、地域や社会

のニーズにこたえていくものである。 

 

 

 

図 心理健康学科イメージ図 

 

３）心理健康学科の設置の趣旨 

(1) 教育研究上の理念及び目的 

本学の教育理念は、「対象者の QOL（生活と人生の質）向上を考え、QOL向上のため

支援を実践する人材（QOL サポーター）を育成」することにある。この教育理念のも

と、本学科では、教育基本法の精神にのっとり、人格の完成を目指し、心理学及び心

身の健康に関する各分野の知識を授け、深く、かつ総合的に研究するとともに、新し

い文化の創造と、平和で民主的な国家及び社会の形成を期し、人類の福祉の向上に寄

与することを教育理念とする。 

このような教育理念のもと、心理学分野および隣接分野の教育・研究をとおして、

人間を統合的に理解するための幅広い教養や心身の健康に関する専門的な知識や技

能を修得し、人と社会における課題を発見しその解決に向けて取り組む能力を身に

つけることによって、人々の QOL の向上を支援し、人々の多様性や個性を尊重し合

い、支え合い、多様なあり方を認め合うことのできる共生社会の推進に貢献すること

を目的とする。 

研究に関しては、基礎心理、臨床心理、運動心理の 3つの柱を中心に、比較認知神

経科学、記憶、推論、学習、認知機能障害、ロール・プレイ、スクールカウンセリン



 

 

グ、アスリートの心理サポート、自然体験療法、運動学習など様々な領域と医療・福

祉も含めた近接領域との領域横断的な研究を行い、統合的な人間理解を目指す新た

な心理学の可能性を追求していくことを目的とする。特に、種としての「ヒト」を理

解する動物実験に基づく比較認知神経科学、「人」を支援する心理療法に基づく精神

保健医療福祉、スポーツを通して「人間」行動を理解するダイナミカル・システムア

プローチなどの分野において学界をリードする研究拠点を目指す。また、基礎、臨

床、運動の研究者の競創と共創により、これまでの心理学の学術体系や方向の更なる

発展、強化を先導する研究拠点を目指す。 

 

(2) 育成する人材像 

本学科では、以下に示す資質・能力等を備えた人材を育成する。 

・ 心理学及び心身の健康に関する知見と方法を学び、論理的・批判的な思考力と判

断力、協働的コミュニケーション能力を有し、発見的理解の習慣を自ら育むこと

ができる。 

・ 人間と社会の諸問題にたえず関心を寄せ、あくなき探求心と豊かな共感力を有し、

積極的なリーダーシップと行動力で、問題解決に取り組むことができる。 

・ 豊かな人間性と倫理観を有し、人類と社会の調和的発展とウェルビーイングに貢

献できる。 

 

(3) 卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー） 

本学では建学の精神である「優れた QOL サポーターの育成」のもと、これに求め

られる資質・能力を 5項目あげ、その英語の頭文字を取って「STEPS」と定義してい

る。本学科のディプロマ・ポリシー（卒業認定・学位授与の方針）においても既設学

科同様、「STEPS」に基づいたポリシーを作成しており、その内容は以下のとおりであ

る。 

 

〈本学科のディプロマ・ポリシー〉 

Science & Art 

科学知識と技術を 

活用する力 

心理学に関する専門知識や技能を、人の理解や心身の健康支援に

活かすことができる。また、自ら心理学や心身の健康に関する情

報を収集・整理でき、論理的・批判的思考に基づく判断ができ

る。 

Teamwork & 

Leadership 

チームワークと 

リーダーシップ 

多様な人々と良好なコミュニケーションをとり、連携を図ること

ができる。組織や地域社会、または国際社会の一員としての役割

を果たすことができる。円滑なコミュニケーション能力と積極的

なリーダーシップ及び行動力で問題解決に取り組むことができ

る。 

Empowerment 

対象者を支援する力 

豊かな人間性と倫理観に基づいて、人々の多様性や個性を尊重で

きる。また、人々の多様性や個性を尊重する姿勢を人の支援に活

かし、人類と社会の調和的発展とウェルビーイングに寄与するこ

とができる。 



 

 

Problem-solving 

問題を解決する力 

心理学や心身の健康に関する課題に関心を持ち、理論と実践を結

び付けながら人間や社会の問題解決に向けて取り組むことがで

き、自ら問題を発見し解決する発見的理解ができる。 

Self-realization 

自己実現意欲 

人間や社会の変化にたえず関心を持ち、自ら学び続ける意欲を持

ち続け、心理学や心身の健康に関する専門性を活かして、人類と

社会の平和に貢献する意欲を持つことができる。 

 

(4) 教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー） 

本学科の教育理念及び目的を実現するため、教育課程において、幅広い教養と心理

学の高度な専門的知識・技能を授け、既存の知識で解ける問題を見つけて解くのでは

なく、答えのない問いを新たな知識を自ら獲得しながら解こうとし続ける発見的理

解力の育成を目指す。そのためには、自らが「わからなさ」を体験することが肝要で、

自分への「気づき」を高めることができるよう、また、すぐに答えの出ない問題を問

い続ける力を有し、統合的な人間理解を可能にする教育課程を編成していく。 

特に 1年次、2年次では幅広い教養を身につけるために教養科目を充実させるとと

もに、多職種との連携や様々な現場での体験ができる実習も取り入れ、幅広い教養と

心理学に関する基礎的知識を身につけるとともに自らの興味・関心への「気づき」を

高める。また 2年次、3年次からはより専門的な心理学的知識・技能を身につけるた

めに実験実習を充実させるとともに、学生自らの興味に基づき科目を選択できるよ

うに選択科目を充実させる。さらに、自らの興味・関心をさらに深めるために 4 年

次では卒業研究を行うことで、人間理解に向け自らが問題を発見し解決していく力

の育成を図る。 

本学科の教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー）は以下の通りとなってい

る。 

 

〈本学科のカリキュラム・ポリシー〉 

Science & Art 

科学的知識と技術を 

活用する力 

心理学の学問体系を基盤とし、心身の健康に関して体系的に科

目を編成しており、年次進行に沿って基礎的な科目から応用・

発展的な科目を学修できるように専門基礎科目群、専門専攻科

目群を配置している。また、2年次に心理学基礎実験、3年次に

心理学実験を配置し、体験的学習を通して心理学の専門性を高

められるように編成している。その成果は、認定心理士認定資

格細則が指定する心理学関係科目の成績により評価する。 

Teamwork & 

Leadership 

チームワークと 

リーダーシップ 

学生が主体的・能動的に学び、チームワークやコミュニケーシ

ョン能力を養えるように、保健医療福祉連携科目群として、2年

次に連携基礎ゼミを必修科目として配置し、1～3年次にチーム

アプローチ入門、保健医療福祉連携学、地域連携学と3～4年次

連携総合ゼミから2単位必修とする。また、3年次からは、専門

専攻科目群として、実習・演習関連科目（インターンシップ実

習、心理演習、専門ゼミⅠ・Ⅱ）を配置し、円滑なコミュニケ

ーション能力と積極的なリーダーシップ及び行動力を向上でき



 

 

るように編成している。その成果は、専門ゼミおよびインター

ンシップ実習の成績により評価する。 

Empowerment 

対象者を支援する力 

心理専門職に相応しい倫理観を修得し、人々の多様性や個性を

尊重する姿勢を養えるように、1年次から基礎教養科目群、専門

基礎科目群として哲学、倫理学、ジェンダー論、科学論、情報

科学、心理学研究法を配置する。また、3年次からは演習科目

（専門ゼミⅠ、Ⅱ）や実習関連科目（インターンシップ実習、

心理実習Ⅰ、Ⅱ）を配置し、人々の多様性を尊重し、人を支援

する力を修得できるように編成している。その成果は、心理学

実験、心理実習およびインターンシップ実習の成績により評価

する。 

Problem-solving 

問題を解決する力 

地域社会における多様な課題に触れる機会を提供するため、1年

次に保健医療福祉教養科目群や哲学、倫理学、ジェンダー論等

の広い教養を育む科目を配置する。3年次からは理論と実践を結

び付けながら学生自らが問題解決に向けて取り組む力を修得す

るために演習科目（専門ゼミⅠ、Ⅱ）や実習関連科目（インタ

ーンシップ実習、心理実習Ⅰ、Ⅱ）を配置し、発見的理解力を

活かし、4年次に卒業研究A・Bを実施する。その成果は、卒業研

究の成績により評価する。 

Self-realization 

自己実現意欲 

幅広い視野と自律的な学修姿勢を身に付けるため、1年次からゼ

ミ活動を実施する。2年次からは心理学や心身の健康の専門基礎

科目群と専門専攻科目群を配置し、3年次からは演習科目（専門

ゼミⅠ、Ⅱ）や実習関連科目（インターンシップ実習、心理演

習）を、4年次には卒業研究A・Bを配置し、自らの興味・関心に

基づく専門性を活かして社会に貢献する能力を涵養する。その

成果は、就職率により評価する。 

 

(5) 入学者受入れの方針（アドミッション・ポリシー） 

本学科では、心理学及び心身の健康に関する知見と方法を総合的に学び、論理的・

批判的な思考力と判断力、協働的コミュニケーション能力を有し、発見的理解の習慣

を自ら育むことのでき、人間と社会の諸問題にたえず関心を寄せ、あくなき探求心と

豊かな共感力を有し、積極的なリーダーシップと行動力で、問題解決に取り組むこと

ができる人材、さらには、豊かな人間性と倫理観を有し、人類と社会の調和的発展と

ウェルビーイングに貢献できる人材の育成を目的としている。 

これらの目的から、アドミッション・ポリシーを以下のように規定している。 

 

〈本学科のアドミッション・ポリシー〉 

Science & Art 

科学的知識と技術を 

活用する力 

基礎的な文章理解力や数的理解力として高等学校卒業相当の英

語・国語など、入学者選抜試験にて出題する教科・科目の基礎

学力を有する。 

Teamwork & Leadership 

チームワークと 

他者と積極的にコミュニケーションを図り、協調する姿勢を有

する。 



 

 

リーダーシップ 

Empowerment 

対象者を支援する力 
他者の価値観を尊重し、支援したいという意志を有する。 

Problem-solving 

問題を解決する力 

人間の心理や心身の健康に関する課題の解決に向けて取り組む

意欲を有する。 

Self-realization 

自己実現意欲 

人間の心理や心身の健康に強い関心を持ち、専門性を活かして

社会に貢献する意欲を有する。 

〔資料 1：教育理念、教育目的、育成する人材像と 3ポリシーとの関係の図〕 

 

２．心理健康学科の特色 

本学科は、本学の特徴を活かし、医療福祉諸分野・スポーツ分野と連携し、「こころ

とからだ」の教育・研究を行う学科である。 

本学科の特色は、1)基礎、臨床、運動という 3つの異なる視点からの新たな心理学の

創成を目指す教育研究拠点の創設、2)その教育研究拠点における「チーム医療」の充実、

3)医療・福祉・スポーツ分野との連携による新たな学問領域の構築、4)豊かな人間性と

コミュニケーション能力を持つ知識人の育成、5)スポーツ強化を通した地域貢献にある。 

 

①「あたま」「こころ」「からだ」の三位一体 

心理学の目標である人間の統合的理解に向け、本学科では「あたま」「こころ」「か

らだ」を三位一体として捉える。人類は二足歩行と言語の獲得によって他の霊長類と

は一線を画す文明を築いてきた。特に脳（「あたま」）の進化・発達は、人類の発展の

礎となった。この社会性も含めた脳機能に関して「ヒト」と他の動物とを比較しなが

ら理解を進めていくために、基礎心理に関する教育研究の充実を図る。また複雑化す

る現代社会においては、多くの「人」が対人関係に起因する様々な心理的問題（「こ

ころ」）を抱えることになっている。様々な心理的問題の解決に向け、包括的な心理

的支援を行う臨床心理の教育研究を充実させ、公認心理師受験資格（学部分）を取得

できるようにする。さらに、「こころ」が「からだ」に及ぼす影響だけでなく、「から

だ」が「こころ」に及ぼす影響も見逃すことができない。この「からだ」の動きに着

目し、「人間」行動の原理を明らかにする運動心理の教育研究も充実し、「あたま」「こ

ころ」「からだ」を三位一体として理解することを目指す。そのため、「あたま」を理

解する基礎心理、「こころ」を支援する臨床心理、「からだ」から人間を理解する運動

心理の 3 つを柱とする我が国でも類を見ない教育研究拠点となり、人間を統合的に

理解する新たな心理学の創成につながる。 

 

②「チーム医療」の充実 

医療系総合大学のメリットを最大限に活かし、「チーム医療」の一員として、看護

師、理学療法士、作業療法士、介護士、鍼灸師等と連携し、患者の抱える「こころ」

と「からだ」の問題に心理学の観点で関わることにより、「こころ」と「からだ」を

一体としてケアできる専門家を育成できる。このことは「こころ」という新たな観点



 

 

を提供することによって、多職種にも影響を与え、「チーム医療」の質の向上が期待

できる。 

 

③医療分野、福祉分野、スポーツ分野との連携 

今後の超高齢化社会、超情報化社会の中で、医療分野だけにとどまらず、福祉分野、

スポーツ分野と「こころ」の学問を融合させることによって、「こころ」からだけで

なく「からだ」からのアプローチを行うことによって、多様な人たちの抱える心理的

問題の発見とその解決を目指す人材を育成できる。このことは領域横断的な教育研

究を発展させることにより、新たな学問領域の創成にも寄与することが期待できる。 

 

④豊かな人間性とコミュニケーション能力を持つ知識人 

心理学や心身の健康に関する専門知識・技能だけでなく、幅広い教養を身につけ、

最新の知識、柔軟な思考、あくなき探究心、豊かな共感力、円滑なコミュニケーショ

ン能力、積極的なリーダーシップと行動力を有する知識人を育成できる。このこと

は、複雑化する社会において生じる様々な問題を発見し、その問題を解決していくこ

とで、多様な人たちが認め合う共生社会の発展に寄与できる。 

 

⑤スポーツの強化を通した地域貢献 

アスリートを多数輩出する本学の強みを活かし、「スポーツ」×「心理学」の組み

合わせにより、選手たちの「こころ」のケアのみならず、アスリートの支援等にも活

かし、「こころ」と「からだ」との関係を共同研究していく人材を育成できる。 

このことは、新潟県に拠点を置き、多数のスポーツクラブを有するアルビレックス

新潟関連組織との連携も可能とし、地域社会への貢献にもつながることが期待でき

る。 

〔資料 2：学科の特色と開講科目との関連〕 

 

３．学科の名称及び学位の名称 

１）学科の名称 

本学科は、心理学分野および隣接分野の教育・研究をとおして、人間を統合的に理解

するための幅広い教養や心身の健康に関する専門的な知識を修得させ、人々の QOLの向

上を目指し、人と社会における課題の発見とその解決に向けて取り組む人材を養成する

ことを目的としている。このことを踏まえ、「こころ」だけでなく「からだ」にも着目

して、心身の健康という観点から人間を統合的に理解することから学科名称を下記の通

り命名した。 

 

学科名称 

心理健康学科 

 

 

 



 

 

２）学位の名称 

学位の名称については、学問領域としては心理学分野を中心として学修することから、

既述の学科名称との整合性を考慮し、次のようにした。 

 

学位名称 

学士 

(心理学) 

 

 

４．教育課程の編成の考え方及び特色 

教育課程において、幅広い教養と心理学の高度な専門的知識・技能を授け、既存の知

識で解ける問題を見つけて解くのではなく、答えのない問いを新たな知識を自ら獲得し

ながら解こうとし続ける発見的理解力の育成を目指す。そのためには、自らが「わから

なさ」を体験することが肝要で、自分への「気づき」を高めることができるよう、また、

すぐに答えの出ない問題を問い続ける力を有し、統合的な人間理解を可能にする教育課

程を編成していく。 

特に 1年次、2年次では幅広い教養を身につけるために教養科目を充実させるととも

に、多職種との連携や様々な現場での体験ができる演習も取り入れ、幅広い教養と心理

学に関する基礎的知識を身につけるとともに自らの興味・関心への「気づき」を高める。

また 2年次、3年次からはより専門的な心理学的知識・技能を身につけるために実験実

習を充実させるとともに、学生自らの興味に基づき科目を選択できるように選択科目を

充実させる。さらに、自らの興味・関心をさらに深めるために 4年次では卒業研究を行

うことで、人間理解に向け自らが問題を発見し解決していく力の育成を図る。 

本学科の教育課程の編成方針（カリキュラム・ポリシー）は以下の通りとなっている。 

 

〈本学科のカリキュラム・ポリシー〉 

Science & Art 

科学的知識と技術を 

活用する力 

心理学の学問体系を基盤とし、心身の健康に関して体系的に科

目を編成しており、年次進行に沿って基礎的な科目から応用・

発展的な科目を学修できるように専門基礎科目群、専門専攻

科目群を配置している。また、2年次に心理学基礎実験、3年次に

心理学実験を配置し、体験的学習を通して心理学の専門性を高

められるように編成している。その成果は、認定心理士認定資

格細則が指定する心理学関係科目の成績により評価する。 

Teamwork & 

Leadership 

チームワークと 

リーダーシップ 

学生が主体的・能動的に学び、チームワークやコミュニケーシ

ョン能力を養えるように、保健医療福祉連携科目群として、2年

次に連携基礎ゼミを必修科目として配置し、1～3年次にチーム

アプローチ入門、保健医療福祉連携学、地域連携学と3～4年次

連携総合ゼミから2単位必修とする。また、3年次からは、専門

専攻科目群として、実習・演習関連科目（インターンシップ実

習、心理演習、専門ゼミⅠ・Ⅱ）を配置し、円滑なコミュニケ

ーション能力と積極的なリーダーシップ及び行動力を向上でき



 

 

るように編成している。その成果は、専門ゼミおよびインター

ンシップ実習の成績により評価する。 

Empowerment 

対象者を支援する力 

心理専門職に相応しい倫理観を修得し、人々の多様性や個性を

尊重する姿勢を養えるように、1年次から基礎教養科目群、専門

基礎科目群として哲学、倫理学、ジェンダー論、科学論、情報

科学、心理学研究法を配置する。また、3年次からは演習科目

（専門ゼミⅠ、Ⅱ）や実習関連科目（インターンシップ実習、

心理実習Ⅰ、Ⅱ）を配置し、人々の多様性を尊重し、人を支援

する力を修得できるように編成している。その成果は、心理学

実験、心理実習およびインターンシップ実習の成績により評価

する。 

Problem-solving 

問題を解決する力 

地域社会における多様な課題に触れる機会を提供するため、1年

次に保健医療福祉教養科目群や哲学、倫理学、ジェンダー論等

の広い教養を育む科目を配置する。3年次からは理論と実践を結

び付けながら学生自らが問題解決に向けて取り組む力を修得す

るために演習科目（専門ゼミⅠ、Ⅱ）や実習関連科目（インタ

ーンシップ実習、心理実習Ⅰ、Ⅱ）を配置し、発見的理解力を

活かし、4年次に卒業研究A・Bを実施する。その成果は、卒業研

究の成績により評価する。 

Self-realization 

自己実現意欲 

幅広い視野と自律的な学修姿勢を身に付けるため、1年次からゼ

ミ活動を実施する。2年次からは心理学や心身の健康の専門基礎科

目群と専門専攻科目群を配置し、3年次からは演習科目（専門ゼ

ミⅠ、Ⅱ）や実習関連科目（インターンシップ実習、心理演習）

を、4年次には卒業研究A・Bを配置し、自らの興味・関心に基づく

専門性を活かして社会に貢献する能力を涵養する。その成果は、

就職率により評価する。 

 

本学の教育課程は、前述のカリキュラム・ポリシーを踏まえ、全学科が基礎教養科目

群、保健医療福祉教養科目群、保健医療福祉連携科目群、専門基礎科目群、専門専攻科

目群の 5つの科目群から構成されている。そのうち前者 3群は全学共通に履修する科目

で、後者 2群は学科特有の科目であり、後者 2 群について、本学科の教育課程の編成方

針に従った科目が配置されている。 

 

１）全学共通科目 

(1) 基礎教養科目群 

基礎教養科目群では、大学人として身に付けるべき必要な情報処理能力、日本語能

力、外国語能力、健康体育（スポーツ）に関する科目を配置している。さらに、幅広

い教養、倫理観を有するために、「哲学」、「倫理学」、「ジェンダー論」、「科学論」、「情

報科学」の 5 科目を開講する。その他学生の安全に対するセーフティーネットとし

ても働くように、またアドバイザー教員との関係を築くことができるように「基礎ゼ

ミ」を設けている。 

 

 



 

 

(2) 保健医療福祉教養科目群 

保健医療福祉教養科目群は、QOL（生活の質や健康の質など）の基本について考え

る能力を全学共通科目として学ぶ。関連するカテゴリーでは、ボランティア、コミュ

ニケーション、心理、人間、QOLという本学の特徴として取り揃えてきたテーマを教

授することで幅広く豊かな人間形成を図るほか、食、命、加齢などを含み、より臨床

などの現場に即した内容を展開していく。さらに、国際、制度や法律のテーマなども

取扱い、個々人を取り巻く社会の実際についても知識を深める。 

 

(3) 保健医療福祉連携科目群 

保健医療福祉連携科目群は、医療福祉関連専門職者として様々な専門知識を修得

する上でベースとなる基礎能力を身につけ、専門職種間の相互理解を促す。また、連

携教育を行う上で連続する継続的な教育課程とし、到達目標を明確にすることを心

がけている。 

 

２）学科専門科目 

学科専門科目については、心理学及び心身の健康に関する知識や技能について、基礎、

臨床、運動を 3本柱として学修することを目的としていることから、日本心理学会認定

心理士の資格取得に必要な科目、国家資格である公認心理師の受験資格となる学部での

資格取得に必要な科目、基礎心理、臨床心理、運動心理に関する科目に加え、専門教養

科目群に社会福祉主事任用資格の取得に必要な科目を配置している。 

〔資料 3：資格取得該当科目〕 

 

(1) 専門基礎科目群 

専門基礎科目群は、カリキュラム・ポリシーに基づき、32 科目（各 2 単位）を 1

年次から 3年次までに配置しており、必修科目は 1年生の前後期に配置してある「心

理学概論Ⅰ」、「心理学概論Ⅱ」と、2年前期に配置してある「心理学基礎実験」、3年

前期に配置してある「心理学実験」4科目 8 単位である。選択科目は 1年次に 7科目

14 単位、2 年次に 12科目 24単位、3 年次に 9科目 18 単位の計 28 科目 56 単位とな

っている。特に必修科目は基礎的な「科学的知識と技術を活用する力」、「対象者を支

援する力」を身につけることをねらいとしており、基礎心理、臨床心理、運動心理に

関する「科学的知識と技術を活用する力」は選択科目として配置している。 

資格との関連では、認定心理士に必要な基礎科目として、「a.心理学概論」関係で

3 科目 6 単位開講し、「心理学概論Ⅰ」と「心理学概論Ⅱ」を 1 年次に必修単位とし

て、「臨床心理学概論」を 2年次に配置している。また、「b.心理学研究法」関係とし

て 4 科目 8 単位開講し、「心理学研究法Ⅰ」と「心理学統計法Ⅰ」を 1 年次に、「心

理学研究法Ⅱ」と「心理学統計法Ⅱ」を 2年次に配置している。「c.心理学実験実習」

関係として 3 科目 6 単位開講し、2 年次に「心理学基礎実験」、3 年次に「心理学実

験」を必修単位として配置し、3 年次には「心理プログラミング」も配置している。

認定心理士基礎科目は、専門教養科目群にすべて含まれており、12 単位以上履修で

きるように配置してある。 

それ以外に、基礎系の科目として 4 科目 8単位開講し、「比較認知科学」、「ストレ

スと脳」、「脳とこころ」を 1年次に、「記憶の科学」を 3年次に配置している。臨床

系の科目として 1 科目 2単位開講し、「精神医学」を 2年次に配置している。運動系



 

 

の科目として 8科目 16単位開講し、「運動心理学概論」を 1年次に、「メンタルトレ

ーニング」、「スポーツ心理臨床」と健康スポーツ学科で開講している「スポーツ心理

学」、「スポーツカウンセリング」、「アダプテッドスポーツ論」を 2年次に、3年次に

は「コーチングの心理」と、健康スポーツ学科で開講している「競技スポーツの心理

学」を配置している。 

さらに社会福祉主事任用資格の取得に必要な社会福祉系の科目として 9科目 18単

位開講し、「社会福祉概論」を 1年次に、「高齢者福祉論Ⅰ・Ⅱ」、「精神保健学」を 2

年次に、「介護概論」、「障害者福祉論Ⅰ・Ⅱ」、「児童家庭福祉論Ⅰ・Ⅱ」を 3年次に

配置している。 

 

(2) 専門専攻科目群 

専門専攻科目群は、カリキュラム・ポリシーに基づき、53科目 96単位を 2年次か

ら 4 年次までに配置してある。必修科目は 2 年次後期に配置してある「心理健康基

礎ゼミ（1単位）」、3年生前後期に配置してある「専門ゼミⅠ（1単位）」、「専門ゼミ

Ⅱ（1単位）」と、4年生前後期に配置してある「卒業研究 A（3単位）」、「卒業研究 B

（3 単位）」の 5 科目 9 単位である。これらは、カリキュラム・ポリシーの「チーム

ワークとリーダーシップ」、「対象者を支援する力」、「問題を解決する力」、「自己実現

意欲」の中核をなす科目である。さらに、一般企業への就職希望者に対し 3 年前期

に配置してある「インターンシップ実習」、公認心理師取得を目指す学生のために 3

年後期に配置してある「心理演習」、4年生前後期に配置してある「心理実習Ⅰ」、「心

理実習Ⅱ」は、選択科目であるが、上記カリキュラム・ポリシーと関連が深い選択科

目である。 

選択科目は、2年次に 20 科目 38 単位、3 年次に 23科目 44 単位、4年次に 2科目

2単位と、2～4年次に選択できる「心理健康科学特別講義 A・B・C」が 3科目 3単位

の計 48 科目 87 単位である。これらの選択科目によって、基礎心理、臨床心理、運

動心理に関する「科学的知識と技術を活用する力」を身につけることができるように

している。 

認定心理士に必要な選択科目の 5領域として、「d.知覚心理学・学習心理学」関係

として 4科目 8単位開講し、「感情・人格心理学」、「感覚・知覚心理学」と「認知・

言語心理学」を 2年次に、「学習心理学」を 3年次に配置している。「e.生理心理学・

比較心理学」関係として 2 科目 4 単位開講し、「神経心理学」を 2 年次に、「進化・

生理心理学」を 3 年次に配置している。「f.教育心理学・発達心理学」関係として 3

科目 6 単位開講し、「発達心理学」を 2 年次に、「教育・学校心理学」と「青年心理

学」を 3年次に配置している。「g.臨床心理学・人格心理学」関係として 6科目 12単

位開講し、「健康・医療心理学」と「福祉・家族心理学」、「心理的アセスメント」、「心

理学的支援法」を 2年次に、「司法・犯罪心理学」と「障害心理学」を 3年次に配置

している。「h.社会心理学・産業心理学」として 3科目 6単位開講し、「社会心理学」

と「集団心理学」を 2年次に、「産業・組織心理学」を 3年次に配置している。そし

て「その他 i.心理学関連科目、卒業論文・卒業研究」として、「卒業研究 A・B」を 4

年次に 6単位配置している。 

これらに加え、公認心理師資格取得のために必要な科目を 7 科目 11 単位開講し、

「精神疾患とその治療」を 2年次に、「人体の構造と機能および疾病」、「関係行政論」、

「公認心理師の職責」、「心理演習」を 3年次に、「心理実習Ⅰ、Ⅱ」を 4年次に配置

している。 



 

 

また認定心理士、公認心理師関係の科目以外に、人間の統合的理解を目指すための

3つの柱である基礎系、臨床系、運動系の選択科目を開講している。基礎系の科目と

して 2 科目 4単位開講し、「神経生理学」と「認知脳科学概論」を 3 年次に配置して

いる。臨床系の科目として 9 科目 18 単位開講し、「プロセスワーク」、「健康と医療

におけるコミュニケーション論」、「精神分析学」、「心理療法各論 A(認知行動療法)」

を 2年次に、「司法精神医療」、「教育相談論」、「学校臨床心理学」、「心理療法各論 B(力

動的心理療法)」、「ブリーフ・セラピー」を 3年次に配置している。運動系の科目と

して 7 科目 12単位開講し、「健康運動心理学」と「キャンプ・カウンセリング」、「ボ

ディワーク」を 2 年次に、「生態心理学」と「運動学習論」、「心理療法各論 C(自然体

験療法)」、「ダンス・セラピー」を 3年次に配置している。 

さらに、少人数教育の必修科目として、「心理健康基礎ゼミ」を 2年次に、「専門ゼ

ミⅠ・Ⅱ」を 3年次に配置し、2年次から学生自らの興味・関心を深めていき、4年

次に必修科目として配置してある「卒業研究 A・B」につなげていく。 

そして、公認心理師を目指さない学生のために、一般企業等への就職を念頭に「イ

ンターンシップ実習」（1単位）を 3年次に配置している。 

その他、心理学やその関連領域の最新の知識を学修するために、2年次から 4年次

まで選択できる「心理健康科学特別講義 A、B、C」（各 1 単位）を集中講義で配置し

ている。この 3科目は、基礎、臨床、運動の 3つに対応している。 

 

５．教育方法、履修指導方法及び卒業要件 

１）教育方法 

本学科の教育課程は、前述のように全学共通科目である基礎教養科目群、保健医療福

祉教養科目群、保健医療福祉連携科目群と学科独自の科目である専門基礎科目群、専門

専攻科目群から構成されており、各科目群に応じた教育方法を実施する。 

 

(1) 授業形態・内容に応じたクラスサイズ 

知識の理解を目的とする教育内容については、講義形式を中心とした授業形態を

とり、技術や技能の修得を目的とする教育内容については、演習・実習形式の授業形

態をとる。 

そのため、授業形態に則した教育目的を効果的かつ確実に達成するため、心理実験

機器を使用した実習科目については 6～8名のグループに分けて実施する。また、基

礎ゼミ、心理健康基礎ゼミ、専門ゼミⅠ・Ⅱ、卒業研究 A・Bは 8～10名とし、基礎

ゼミと心理健康基礎ゼミは本学科の専任教員全員が、また専門ゼミと卒業研究につ

いては本学科の講師以上の専任教員が担当し、演習形式で実施する。 

 

(2) 入学前教育の実施 

本学では総合型選抜及び推薦入試により合格した入学予定者を対象とし、入学前

教育を実施している。対象者には入学手続書類とともに課題を同封し、期限までに提

出を義務づける。 

具体的な実施内容は、基礎科目強化のための学科指定科目のドリル配布、eラーニ

ングを活用したスタディスキルの修得に加え、スクーリングの実施により入学前の

動機づけを図る。また、学習支援センターと連携し、入学前学習セミナー（高等学校



 

 

での未履修科目等への対応）や大学講義体験セミナーを実施しており、一部のセミナ

ーは一般入試による入学決定者も対象に受講を募っている。 

 

(3) 「基礎ゼミ」の実施 

「基礎ゼミ」（1 年次前期）は大学生活のスタートにあたり、担当の専任教員がア

ドバイザーとなり、様々な相談ができる体制を取っている。「基礎ゼミ」の授業内容

は、学生によるゼミ活動が中心となるが、これから専門分野を学習するために必要な

基礎的な知識や技術として、コミュニケーションスキルやスタディスキル、レポート

の作成法やプレゼンテーション技術、図書館における情報検索のオリエンテーショ

ンについて学ぶ。さらに、大学入学時点から心理学及び心身の健康に関する知識や技

能を身につけながら、将来の人生設計について考える機会を与える。 

 

(4) 教育課程を通じた規律性の醸成 

本学科では、心理学及び心身の健康に関する知識や技能を身につけるだけでなく、

幅広い教養を深めることによって、多様な他者を認め、地域社会、医療、福祉、教育

現場等において、自らが問題を発見し、その問題を解決していく力の養成を目指して

いる。 

したがって、授業の開始・終了時や日常の学生・教員間の挨拶を励行するとともに、

演習・実習の授業時において、他者と協同する学修活動を通じ、チームとしての規律

性や連帯感の意義を醸成する。 

 

２）履修指導方法 

(1) オリエンテーションの実施 

入学時にオリエンテーションを実施し、科目の履修登録方法、シラバスの活用方

法、履修モデル、CAP 制等について指導する。また、各学年末にも新年度の履修等に

ついてオリエンテーションを実施し、指導する。 

〈CAP 制の考え方〉 

CAP 制については、本学科では原則として年間 46 単位までとする。本学科の教育

課程における各科目の配当年次から、実際には 1年次に 39単位程度、2年次に 42 単

位程度、3 年次に 41 単位程度を履修することとなるが、学生の興味・関心に応じ、

全学共通科目を卒業要件以上に履修できる余地を残し、年間の履修上限単位数は 46

単位までとした。 

 

(2) アドバイザー制 

基礎ゼミを担当する専任教員がアドバイザーとなり、「大学での学習」、「将来の目

標」、「友人や先生との人間関係」等、新入生が抱く様々な不安に対し 1 年間を通じ

て相談に応じ、充実した大学生活が送ることができるように支えていく。本アドバイ

ザー制は、すべての学科に共通の支援体制として導入している。 

 

(3) 履修モデルの提示 

本学科では心理学や心身の健康に関する専門知識と技能、さらには幅広い教養を

有し、様々な分野で活躍できる人材の育成を目指していることから、学生の適性や能



 

 

力・興味・関心に応じて履修選択科目に関する助言をきめ細かく行う体制を整備し、

学生の履修指導体制を構築する。 

1年次当初から入学生全体に対して説明会を開催し、「公認心理師」「社会福祉主事」

「スポーツ」「一般企業」の 4つの履修モデルを提示することによって、各モデルの

特色や卒業後の進路選択等について詳しく説明を行う。また、1年前期にある基礎ゼ

ミの担当教員が個別相談を行い、学生の卒業後のイメージ作りを開始する。 

1年次には教養教育を主に行いながら、専門基礎科目群において心理学や心身の健

康に関する学問領域の基礎を学び、学生自らの興味・関心を探るとともに、学生同士

の人間関係の構築が促進されるようにする。そして 1 年次後期終了後に、再度学生

全体に対して 4つの履修モデルに関する説明会を開催し、2年次以降の専門性を高め

る履修計画を学生が策定できるように指導する。 

2年次からは専門基礎科目群だけでなく、専門専攻科目群の履修が始まるが、2年

次前期の「心理学基礎実験」を通して、他者との協働、自らの興味・関心の明確化を

図る。そして、2 年次後期にある心理健康基礎ゼミの担当教員が個別相談を行い、学

生の希望を尊重し、卒業後のイメージを創りながら、3 年次からの専門性を高めるた

めの科目選択を促す。 

3 年次前期の「心理学実験」「専門ゼミⅠ」を通して、学生個々の進路を考え、そ

の後の履修計画を作成すると同時に、「インターンシップ実習」等も通して、各自の

将来像を明確にしていく。 

4年次では、これまでに学習してきた知識や技能と自らの興味・関心のもと、自ら

が問題を発見し、その問題を解決していく能力を「卒業研究 A・B」を通して修得さ

せる。〔資料 4：履修モデル〕 

 

(4) オフィス・アワー 

各専任教員は、学生からの学修・進路相談等に応対できるように、週 1回以上、オ

フィス・アワーを設定する。設定されたオフィス・アワーにおいては、学生はいつで

も専任教員の研究室を訪問することができる。全学科共通の指導・支援体制として導

入している。 

 

３）他大学における授業科目の履修についての考え方 

教育上有益と認められるときは、本学入学前に他の大学（又は短期大学）において履

修した授業科目について既に修得した単位を、本学における授業科目の履修により修得

したものとみなすことができる。また、同じく教育上有益と認められるときは、他の大

学（又は短期大学）との協議に基づき、当該他大学（又は短期大学）の授業科目を履修

させることができる。この場合、履修した授業科目について修得した単位については、

60 単位を限度として卒業要件単位として認める。 

 

４）ディプロマ・ポリシー及び卒業要件 

本学では建学の精神である「優れた QOL サポーターの育成」のもと、これに求められ

る資質、能力を 5 項目あげ、その英語の頭文字をとって「STEPS」と定義している。本

学科のディプロマ・ポリシーにおいても既設学科同様、「STEPS」に基づいたポリシーを

作成しており、その内容は以下のとおりである。 

 



 

 

〈本学科のディプロマ・ポリシー〉 

Science & Art 

科学知識と技術を 

活用する力 

心理学に関する専門知識や技能を、人の理解や心身の健康支援

に活かすことができる。また、自ら心理学や心身の健康に関す

る情報を収集・整理でき、論理的・批判的思考に基づく判断が

できる。 

Teamwork & Leadership 

チームワークと 

リーダーシップ 

多様な人々と良好なコミュニケーションをとり、連携を図るこ

とができる。組織や地域社会、または国際社会の一員としての

役割を果たすことができる。円滑なコミュニケーション能力と

積極的なリーダーシップ及び行動力で問題解決に取り組むこと

ができる。 

Empowerment 

対象者を支援する力 

豊かな人間性と倫理観に基づいて、人々の多様性や個性を尊重

できる。また、人々の多様性や個性を尊重する姿勢を人の支援

に活かし、人類と社会の調和的発展とウェルビーイングに寄与

することができる。 

Problem-solving 

問題を解決する力 

心理学や心身の健康に関する課題に関心を持ち、理論と実践を

結び付けながら人間や社会の問題解決に向けて取り組むことが

でき、自ら問題を発見し解決する発見的理解ができる。 

Self-realization 

自己実現意欲 

人間や社会の変化にたえず関心を持ち、自ら学び続ける意欲を

持ち続け、心理学や心身の健康に関する専門性を活かして、人

類と社会の平和に貢献する意欲を持つことができる。 

卒業要件単位数は 128単位とする。 

所定の単位を修得し、以下に示す卒業要件を満たした者は、上記のディプロマ・ポ

リシーに掲げた能力を身に付けているものと判断し、学位「学士（心理学）」を授与

する。 

〈本学科の卒業要件〉 

科目群 履修科目数/単位数 

基礎教養科目群 

必修 6科目/6 単位 

選択 4科目/4単位以上 

計 10科目以上/10 単位以上 

保健医療福祉教養科目群 必修 1科目/1 単位 

保健医療福祉連携科目群 
選択 13 科目以上/13 単位以上 

計 14科目以上/14 単位以上 

専門基礎科目群 

必修 4科目/8 単位 

選択 17科目/34単位以上 

計 21 科目/42 単位 

専門専攻科目群 

必修 5科目/9 単位 

選択 27 科目以上/53 単位以上 

計 32科目以上/62 単位以上 

合計 必修 16科目/24単位 



 

 

選択 61科目以上/104単位以上 

計 77 科目以上/128 単位以上 

 
６．多様なメディアを高度に利用した、授業を教室以外の場所で履修させる場
合の具体的計画 

本学科では、本学学則第 24 条第 2 項に定めている、多様なメディアを高度に利用し

た授業を行う。 

１）実施場所 

インターネットを利用したオンライン授業の実施場所は、原則自宅等において授業を

履修する。インターネット接続環境に不安がある者、機器の故障等によってオンライン

授業の受講が困難な者については、本学図書館及び会議室等学修に適した場所で受講す

る。 

 

２）実施方法 

オンライン授業は、Microsoft Teams を利用し、配信する。オンライン授業は同時か

つ双方向に行う事を主体とするが、オンデマンド型の授業の実施も行う。 

学生は随時又は定められた期間にオンライン授業を受講し、学生からの課題提出や質

問の受付及び回答、学生間の意見交換についても、インターネット等を通じて行う事と

するが、オフィスアワーを利用して、担当教員等に課題の提出や質問等を行える体制を

整える。 

本学では、入学時に学生全員に本学所定の E-mail アドレスを配布している。本学科

でも同様に E-mail アドレスを配布する。学生は E-mail アドレスに紐づけられたアカウ

ントで、オンライン授業への参加、課題提出、質問及び学生間の意見交換を行う。教員

は原則出席した学生から授業の理解度の確認のため小レポートやコメントシートの提

出を求める。また Microsoft Teams のシステムを利用し、授業に出席した学生をリスト

化し厳格に出席管理を行う。 

本学科でオンライン授業を実施する授業科目は、39 科目(52 単位)であり、大学設置

基準第 32条第 5項に定める範囲内である。 

 

７．実習の具体的計画 

１）実習方針及び目的 

将来公認心理師の資格取得を目指す学生は、4年次において「心理実習Ⅰ・Ⅱ」とし

て、保健医療、福祉、教育、司法・犯罪の 4つの分野における施設での見学を主とする

実習を行う。実習を通じて、公認心理師に求められる知識と技術を修得し、国民の心の

健康の保持増進に寄与するための実践的な能力を身につけることを目的とする。この目

的を達成するため、1.公認心理師としての職責の自覚、2.問題解決能力と生涯学習、3.

多職種連携・地域連携について学修する。「公認心理師の職責」については、公認心理

師の役割の理解や法的義務・倫理の理解、心理に関する支援を要する者等の心身におけ

る安全を優先し、守秘義務の重要性の理解と適切な情報の取り扱い、上記 4つの分野に

おける具体的な業務の説明ができるようになることを目的とする。これはカリキュラ

ム・ポリシーの「科学的知識と技術を活用する力」に対応する。また、「問題解決能力

と生涯学習」に関しては課題を発見し、自己学習によってそれを解決するための能力や、

社会の変化を捉えながら、生涯にわたり自己研鑽を続ける意欲及び態度を身につけるこ



 

 

とを目的とする。これはカリキュラム・ポリシーの「問題を解決する力」に対応する。

「多職種連携・地域連携」については多職種連携・地域連携による支援の意義の理解、

チームにおける公認心理師の役割の説明、各専門職の役割や業務の理解とチームの一員

としての自覚が持てるようになることを目的とする。これはカリキュラム・ポリシーの

「チームワークとリーダーシップ」、「対象者を支援する力」に対応する。 

実際の臨床現場での実習体験を実質的で効果的なものとするために、「公認心理師モ

デル」に沿って、まず 1 年次から 2 年次にかけて、「心理学概論Ⅰ・Ⅱ」、「心理学研究

法Ⅰ・Ⅱ」、「心理学統計法Ⅰ・Ⅱ」において、心理学における主要領域における諸理論

と研究方法の基礎を修得する。これは、将来公認心理師として活動する場合において、

対象者の心理や行動に関する様々な情報を客観的視点から多面的に理解する力が必要

だからである。次に 2 年次前期の「臨床心理学概論」において臨床諸理論とそれぞれの

技法の概要について学ぶ。そして、2年次の「心理的アセスメント」において、援助対

象者の抱える心理的問題の様相を見立てて適切な援助のあり方を判断する力の基礎や、

臨床心理学的検査法の実施方法や得られたデータに基づく客観的理解のあり方につい

ての基本を修得する。さらに、「心理学的支援法」では、心理療法を含む臨床心理的援

助の実際について学び、「精神疾患とその治療」では、精神疾患に関する精神医学的理

解とその治療のあり方について学ぶ。このような臨床心理学の基礎的な知識を身につけ

た上で、3年次の「心理演習」において、援助の必要な対象に対する臨床場面での接し

方やインテークの実施方法、心理的問題のアセスメントと介入方針や治療効果の評価、

多機関連携の必要性の判断などを学ぶ。そして、3年次後期の「公認心理師の職責」に

おいて、公認心理師がどのような社会的使命と責任を負っているのかを学ぶ。このよう

に基礎から応用、周辺領域の知識を身に着けた上で演習によって実践力を養い、4年次

からの「心理実習Ⅰ・Ⅱ」につなげていく。 

以上のような学修を通して公認心理師として他者の心の様々な問題に専門家として

援助をしていくために必要な自覚を養成し、基本的知識と基礎的技能を身につけていく。

こうした学修の過程を踏まえたうえで実際の臨床現場を体験することにより、それまで

に修得してきた知識や技能が有機的に結びつき、自律的・主体的に、かつ援助者同士の

協働による臨床実践を行っていく資質の基盤を形成することができる。 

 

２）実習先の確保の状況 

「心理実習Ⅰ・Ⅱ」の実習先として、新潟市内を中心に医療機関 3施設、福祉施設 1

施設、教育施設 3施設、司法関連施設 1施設を確保している。いずれの施設も学生のア

クセスしやすさを考慮し、新潟市内を中心に設定し、市外の場合でも本学から公共交通

機関を利用して 2時間以内の交通圏内にあり、実習施設へ通うことに支障がない。なお、

施設の要望により一度の実習における受け入れ人数が小人数の場合は少人数グループ

を構成し、複数回にわたる実習を実施する。〔資料 5：学外実習施設承諾書〕〔資料 6：

実習施設機関一覧〕 

 

３）実習先との契約内容 

「心理実習Ⅰ・Ⅱ」は学外の諸施設における実習であり、学生には、実習に関連して

取得した個人情報の保護、法人機密情報の保護の義務と責任について厳密な指導を行い、

実習の誠実な履行と個人情報保護法を遵守する旨の「誓約書」を提出させる。また、必

要に応じて実習に関する契約書を作成し、施設と取り交わす。さらに、実習中の事故を

防止するために、事前指導において、実習中の行動に関する十分な注意を促し、施設利



 

 

用者と実習施設に対する慎重な配慮と尊重の姿勢の重要性を自覚させ、誓約書の内容を

踏まえた行動をとるよう手引にまとめたものを使用して指導する。〔資料 7：学外実習

の手引き〕〔資料 8：個人情報保護に関する誓約書〕 

 

４）実習水準の確保の方策 

「心理実習Ⅰ・Ⅱ」を担当する実習担当教員は、実習前、実習中、実習後において実

習施設の実習指導者と適宜連絡をとり、実習内容、実習スケジュール等について必要な

調整を行い、実習水準の確保を図る。実習においては、担当専任教員は、学生が（ア）

各施設において実際にどのような支援が行われているのかについての理解、（イ）他職

種とのチームアプローチのあり方についての理解、（ウ）地域との連携のあり方につい

ての理解、(エ)公認心理師としての職業倫理や法的義務についての理解を深められるよ

う、実習生各自と上記（ア）～（エ）についての目標を設定する。 

実習においては実習前に設定した目標をどの程度達成できたのかを適宜、実習生と確

認する。なお、実習の目標設定と達成状況については実習指導者と共同的に行う。 

実習終了後は、実習担当教員は、実習施設の実習指導者と実習内容、実習スケジュー

ルが適切に実施できたかについて確認し、翌年度以降の実習の調整を行う。 

なお、新型コロナウイルスなどの感染症の蔓延により、現地での実習が難しい場合は

インターネットを使った遠隔学習による対応も想定している。そのような場合には、本

来現地で予定していた内容と同じような形での実習が実施できるように実習指導者と

事前に打ち合わせを十分に行う。具体的には実習施設内の画像や動画の使用などを可能

な範囲で依頼し、通常の訪問実習に近い状況を設定できるようにし、学生にとって必要

な学びの機会を確保する。また、オンライン実習の他にも、大学に実習先の指導者を招

聘するなどの方法によって、目標が達成できるよう配慮する。 

 

５）実習先との連携体制 

実習先とは、実習前に本学の実習に対する考え方、目的、指導方針などについて伝達

し、理解を得る。実習期間中は本学の実習担当教員が確実に 15 名に 1 名の割合で引率

できる体制とし、実習施設側の実習指導者と緊密な連携を図る。 

実習中に問題が起きた場合は、実習施設の実習指導者と相談のうえ実習担当教員がす

みやかに対応する。学生に急病、事故、忌引きなどの事態が生じ、実習に参加できなく

なった場合は、学生は速やかに実習担当教員に連絡し、実習担当教員から実習施設の実

習指導者へ連絡をする。いずれの場合も、その状況について実習担当教員から心理健康

学科長および心理・福祉学部長に報告する。 

 

６）実習前の準備状況（感染予防対策・保険等の加入状況） 

実習に先立ち、学生には、実習先が指定する感染予防のための検査（麻疹・風疹・ム

ンプス・水痘・新型コロナなど）を受けることを義務付ける。 

実習前後の 2 週間および実習中は毎日検温を行い、健康チェックをするよう指導す

る。 

学生は、実習期間中の事故に備えて本学が指定する保険（学生教育研究災害傷害保険、

学生教育研究賠償責任保険）に加入する。また、実習生への事前指導の中で、実習を実

施するにあたり、先方に失礼が無いよう、また実習を安定的に継続するためにも身につ

けておくべき基本的態度として、接遇や情報管理、守秘義務を徹底する。特に実習中に



 

 

知り得た情報、公の場所における話題、SNS の利用に関する注意については、実習の手

引きに記載して指導するとともに、事前指導において周知徹底する。加えて、実習中の

遵守事項については十分に周知徹底を行い、誓約書を提出させる。 

 

７）事前・事後における指導計画 

「心理実習Ⅰ・Ⅱ」における事前指導においては、各実習先に関する基本的知識、実

習先で行われている心理的支援のあり方、支援対象者の理解、支援におけるチームアプ

ローチのあり方、地域連携の意義、公認心理師としての職責と法的義務について学内で

講義を行い、理解の徹底を図るとともに、実習生は各自で実習先について調べ予め疑問

点を整理しておくよう指導する。また、学外実習の手引き等をもとに実習中の心構え・

態度・マナー、実習中に知り得た施設や対象者に関する情報についての守秘義務につい

て指導を徹底する。 

事後指導においては、学生が実習における体験や学んだことを振り返り、疑問点・問

題点を整理する。それらを踏まえて各自発表し、ディスカッションすることで、実習施

設とそこでの公認心理師としての支援のあり方についての理解の定着を図る。そのうえ

で「実習終了報告書」を作成し、実習担当教員へ提出する。〔資料 9：実習終了報告書〕 

 

８）教員の配置ならびに巡回指導計画 

実習は心理健康学科の専任教員 3名と実習助手 3名(助教)が指導にあたる。専任教員

と実習助手は、実習生との連絡調整、各実習先との連絡調整、事前・事後指導の補助、

各種書類や実習記録の管理・保管、事務処理等を担当する。巡回指導にも専任教員 3名

と実習助手 2 名の教員があたり、実習先や実習分野に長けた実習担当教員を割り当て、

その実習担当教員が事前指導・事後指導・当日の実習引率や巡回指導を実施する。実習

助手は実習担当教員とともに実習現場に同行し、実習担当教員の指示のもと実習を補佐

する。また実習助手 1名は、大学で管理業務に当たる。なお、各実習先へは公共交通機

関を利用して学生が各自で移動することとする。各実習施設へは実習担当教員が 15 名

につき 1 名の割合で同行する。なお、実習の科目履修者（公認心理師資格取得希望者）

は 20 名程度を想定している。講義期間中に実施する場合は、必ず補講を行うことで講

義時間を確保する。 

 

９）実習指導における指導者の配置計画 

心理健康学科の実習担当教員には、公認心理師あるいは臨床心理士の資格を有する者

など十分な教授経験のある者を配置している。学生の実習にあたっては、それぞれの実

習先の領域に適合した教員が実習担当教員として指導にあたり、実習助手 2名とともに

各実習先を担当する。また、実習助手 1名を大学に配置し、実習施設との事務的連絡や

諸手続き、学生との連絡などを行い、実習担当教員を補佐する。 

なお、実習施設における実習指導者は、公認心理師の資格取得者であり、5年以上の

実務経験を有するものが指導にあたる。実習指導者には、事前に実習の実施方針や達成

目標等を説明するとともに、実習内容、担当教員の巡回計画等も伝え、十分な理解・協

力が得られるように打合せを行う。当該施設に実習指導者がいない場合は、実習担当教

員が実習施設に実習生と共に訪問し、実習生に指導を行う。 

 

 



 

 

１０）成績評価体制及び単位認定方法 

実習の成績評価は、実習への取り組み姿勢、実習内容、実習指導者からのフィードバ

ック、事後指導におけるディスカッションでの発表状況、「実習終了報告書」の内容な

どを総合し、実習にどのような姿勢で取り組んだか、実習を通してどのような気づきを

得たかなどの観点から評価する。一つの実習につき学内の授業（事前・事後指導）と学

外の実習の評価を合わせて 1 単位を認定し、実習演習に関わる総単位数は心理演習（3

年後期・1単位）、心理実習Ⅰ（4年前期・1単位）、心理実習Ⅱ（4年後期・1単位）の

履修により 3単位を認定する。 

 

８．企業実習(インターンシップを含む)や海外語学研修等の学外実習を実施す
る場合の具体的計画 

１）企業インターンシップ 

(1) 実習の概要 

本学科では、キャリア開発科目の一つとして「インターンシップ実習」を 3 年前

期に配置しており、学内における事前学習を踏まえ、企業実習を行う。 

学内での事前学習においては、インターンシップ実習に参加する目的、業界研究、

自己分析、ビジネスマナー講座など企業実習に必要な基本的スキルを身に付けると

ともに、実習を通じて修得するべき社会人基礎力の理解の下、自身の強み弱みを把握

し、弱みを克服するための目標を設定し、実習に臨む。 

企業実習の実施に当たっては、あらかじめ大学との間で受け入れの協定した企業

を対象に学生はそれぞれ実習を行い、終了後担当教員と面談を行う。 

 

(2) 実習先の確保の状況 

実習の科目履修者は 60 名程度を想定しており、新潟県内の一般企業 20 社を確保

しており、年間の受け入れ可能人数も 60名全員を受け入れ可能な実習先数を確保し

ている。〔資料 10：インターンシップ実習受入先一覧〕 

 

(3) 実習先との連携体制 

インターンシップ実習は、専任教員が中心となり実習先と連携して行う。インター

ンシップ期間中は教員が学生の取り組み状況を詳細に確認するとともに、実習先の

担当者から直接話を聞く機会を設けるほか、電話やメール等で連絡を密にとり、より

よいインターンシップ実習が可能になるよう努める。 

 

(4) 成績評価体制及び単位認定方法 

「インターンシップ実習」の成績評価は、①事前指導の状況、事前レポート(30%)

②実習の実施状況、実習先企業の評価、現場実習レポート(40%)③面談、成果報告レ

ポート(30%)を担当教員が総合的に判断して行い、単位を認定する。 

 

(5) その他 

学生は、実習期間中の事故に備えて本学が指定する保険（学生教育研究災害傷害保

険、学生教育研究賠償責任保険）に加入する。また、実習生への実習前オリエンテー



 

 

ションの中で、実習を実施するにあたり、先方に失礼が無いよう、また実習を安定的

に継続するためにも身につけておくべき基本的態度として、接遇や情報管理、守秘義

務を徹底する。特に実習中に知り得た情報、公の場所における話題、SNSの利用に関

する注意については、「新潟医療福祉大学学外実習における個人情報保護に関する規

定」およびガイドラインを示し、個人情報の取り扱いについて指導するとともに、実

習前オリエンテーションにおいて周知徹底する。 

 

９．取得可能な資格 

本学科で取得できる資格および受験資格の一覧は以下のとおりである。 

公認心理師をはじめとした資格の取得条件については、入学時のオリエンテーション

にて学生に周知をする。 

なお、第１期生が卒業する翌年の 2028 年 4 月には本大学の大学院にて公認心理師養

成を目的とした心理学に関する専攻を開設する予定である。〔資料 11：カリキュラムと

の資格取得対比表〕 

 

名称 資格の種類 取得の有無 受験資格取得の要件 

 公認心理師 国家資格  受験資格取得

(指定施設で

の実務経験あ

るいは大学院

修了後) 

①大学において心理学そ

の他の公認心理師となる

ために必要な科目として

施行規則で定めるものを

修めて卒業し、かつ、大学

院において必要な科目を

修めてその課程を修了し

た者その他その者に準ず

るものとして施行規則で

定めるもの 

②大学において必要な科

目を修め、卒業後施行規則

で定める期間以上の実務

経験を積んだ者 

③文部科学大臣及び厚生

労働大臣が①及び②に掲

げる者と同等以上の知識

及び技能を有すると認定

した者 

認定心理士 公益社団法

人日本心理

学会が認定

する民間資

格 

資格取得可能 所定の科目を修得し、卒業

すると取得の申請を行う 

産業カウンセラー 一般社団法

人日本産業

カウンセラ

受験資格取得 所定の科目を修得し、卒業

後試験に合格する 



 

 

ー協会が認

定する民間

資格 

 社会福祉主事任用 厚生労働省  資格取得可能 所定の科目を修得し、卒業

をする 

 
１０．入学者選抜の概要 

１）アドミッション・ポリシー 

本学科では、教育基本法の精神にのっとり、人格の完成を目指し、心理学及び心身の

健康に関する各分野の知識を授け、深く、かつ総合的に研究するとともに、新しい文化

の創造と、平和で民主的な国家及び社会の形成を期し、人類の福祉の向上に寄与するこ

とを教育理念としている。このような教育理念のもと、心理学分野および隣接分野の教

育・研究をとおして、人間を統合的に理解するための幅広い教養や心身の健康に関する

専門的な知識や技能を修得し、人と社会における課題を発見しその解決に向けて取り組

む能力を身につけることによって、人々の QOL の向上を支援し、人々の多様性や個性を

尊重し合い、支え合い、多様なあり方を認め合うことのできる共生社会の推進に貢献す

ることを教育の目的としている。 

これら教育研究上の目的から、アドミッション・ポリシーを以下のように規定した。 

 

〈本学科のアドミッション・ポリシー〉 

Science & Art 

科学的知識と技術を 

活用する力 

基礎的な文章理解力や数的理解力として高等学校卒業相当の

英語・国語など、入学者選抜試験にて出題する教科・科目の

基礎学力を有する。 

Teamwork & Leadership 

チームワークと 

リーダーシップ 

他者と積極的にコミュニケーションを図り、協調する姿勢を

有する。 

Empowerment 

対象者を支援する力 
他者の価値観を尊重し、支援したいという意志を有する。 

Problem-solving 

問題を解決する力 

人間の心理や心身の健康に関する課題の解決に向けて取り組

む意欲を有する。 

Self-realization 

自己実現意欲 

人間の心理や心身の健康に強い関心を持ち、専門性を活かし

て社会に貢献する意欲を有する。 

 

２）入学者選抜方法 

入学定員は 80名で、選抜区分別の募集人員は、総合型選抜 21 名、学校推薦型選抜 25

名、社会人等特別選抜 2名、大学入学共通テスト利用選抜 10名、一般選抜 22 名を予定

している。 

アドミッション・ポリシーに則り、大学における専門教育の理解能力は勿論、科学的

考察に基づいた問題解決能力を有するとともに、人間を統合的に理解しようとする意欲、

積極性、他者とのコミュニケーション能力、協調性などを入学者選抜において重視する。



 

 

このような様々な観点から入学者を選抜するための入学者選抜試験を行う。なお、総合

型選抜や学校推薦型選抜では、特に面接において、人間や社会の変化に高い関心を有し

ているか、コミュニケーション能力を有し、人々の多様性や個性を尊重でき、専門性を

活かして社会に貢献する意欲を有するかなどを重視することとする。 

 

(1) 総合型選抜 

総合型選抜は 4区分設けており、全体の募集人員は 21名である。 

 

①総合型選抜Ａ方式（主体性重視型）（募集人員：12名） 

本学を専願し、次のいずれかの条件を満たし、且つ将来、幅広い教養と心理学及び

心身の健康に関する専門的知識や技能で、人々の QOL の向上を支援し、共生社会の

推進に貢献しようとする意欲の有する者が対象である。選抜方法は、出願書類評価及

び高等学校卒業相当の基礎的な文章理解力や数的理解力を問う基礎教養試験、面接

試験の結果を総合して判定するが、特に出願書類評価・面接試験を通じて評価した学

生の主体性を重視して合否判定を行う 

(ア) 高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。以下同じ。）を卒業した者又は当該

年度（入学者選抜試験実施年度をいう。以下同じ。）に高等学校を卒業見込みの

者 

(イ) 通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者又は当該年度に修了見込みの

者 

(ウ) 学校教育法施行規則第 150 条の規定により、高等学校を卒業した者と同等以上

の学力があると認められる者又は当該年度にこれに該当する見込みの者 

 

＜基礎教養試験 出題教科・科目とその範囲＞ 

「基礎教養試験」は、基礎的な文章理解力や数的理解力を問う筆記試験で、解答方

式は、全問マークシート方式とする。出題教科・科目とその範囲は以下の通りとす

る。 

 

「英語」：コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、英語表現Ⅰ 

(リスニングを除く) 

「国語」：国語総合(古文・漢文を除く) 

「数学」：数学Ⅰ、数学Ａ、資料解釈(表やグラフの読み取り) 

 

なお、総合型選抜Ａ方式では、2段階選抜を行い、第 1次選抜として基礎教養試験

と面接試験（対面型グループ面接）を、その後第 1 次選抜の合格者を対象に面接試

験（WEB個人面接）を行う。 

 

②総合型選抜Ｂ方式（基礎教養重視型）（募集人員：４名） 

本学を専願し、次のいずれかの条件を満たし、且つ将来、幅広い教養と心理学及び

心身の健康に関する専門的知識や技能で、人々の QOL の向上を支援し、共生社会の

推進に貢献しようとする意欲の有する者が対象である。選抜方法は、出願書類評価及



 

 

び高等学校卒業相当の基礎的な文章理解力や数的理解力を問う基礎教養試験、面接

試験の結果を総合して判定するが、特に基礎教養試験の成績を重視して合否判定を

行う 

(ア) 高等学校を卒業した者又は当該年度に高等学校を卒業見込みの者 

(イ) 通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者又は当該年度に修了見込みの

者 

(ウ) 学校教育法施行規則第 150 条の規定により、高等学校を卒業した者と同等以上

の学力があると認められる者又は当該年度にこれに該当する見込みの者 

 

＜基礎教養試験 出題教科・科目とその範囲＞ 

「基礎教養試験」は、基礎的な文章理解力や数的理解力を問う筆記試験で、解答方

式は、全問マークシート方式とする。出題教科・科目とその範囲は以下の通りとす

る。 

 

「英語」：コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、英語表現Ⅰ 

(リスニングを除く) 

「国語」：国語総合(古文・漢文を除く) 

「数学」：数学Ⅰ、数学Ａ、資料解釈(表やグラフの読み取り) 

 

③総合型選抜Ｃ方式（スポーツ重視型）（募集人員：１名） 

本学を専願し、次のすべての条件を満たし、且つ将来、幅広い教養と心理学及び心

身の健康に関する専門的知識や技能で、人々の QOL の向上を支援し、共生社会の推

進に貢献しようとする意欲の有する者が対象である。選抜方法は、調査書や志望理由

書、活動実績等報告書、スポーツ自己推薦書等の出願書類で高等学校卒業相当の基礎

学力を有することを評価し、面接試験の結果と総合して判定する。 

(ア) 高等学校を卒業した者又は当該年度に高等学校を卒業見込みの者 

(イ) 本学強化指定クラブが優れた能力を有すると認めた者 

(ウ) 本学入学後も、その競技を続ける意思のある者 

 

④総合型選抜Ｄ方式（基礎学力重視型）（募集人員：４名） 

本学を専願し、次のいずれかの条件を満たし、且つ将来、幅広い教養と心理学及び

心身の健康に関する専門的知識や技能で、人々の QOL の向上を支援し、共生社会の

推進に貢献しようとする意欲の有する者が対象である。選抜方法は、出願書類評価及

び高等学校卒業相当の英語・国語の基礎学力を問う基礎学力試験、面接試験の結果を

総合して判定する。 

(ア) 高等学校を卒業した者又は当該年度に高等学校を卒業見込みの者 

(イ) 通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者又は当該年度に修了見込みの

者 

(ウ) 学校教育法施行規則第 150 条の規定により、高等学校を卒業した者と同等以上

の学力があると認められる者又は当該年度にこれに該当する見込みの者 



 

 

 

＜基礎学力試験 出題教科・科目とその範囲＞ 

「基礎学力試験」は、英語・国語における基礎的な知識と理解を問う筆記試験で、

解答方式は全問マークシート方式とする。出題教科・科目とその範囲は以下の通りと

する。 

 

「英語」：コミュニケーション英語Ⅰ、コミュニケーション英語Ⅱ、英語表現Ⅰ 

(リスニングを除く) 

「国語」：国語総合(古文・漢文を除く) 

 

(2) 学校推薦型選抜 

学校推薦型選抜は 2 区分を設けており、出願条件は下記区分のとおりとし、全体

の募集人員 25名である。 

i.学校推薦型選抜（公募制）（募集人員：10名） 

本学を専願し、次のすべての条件を満たす者が対象である。選抜方法は、出願書類

で高等学校卒業相当の基礎学力を有することを評価し、小論文試験及び面接試験の

結果を総合して判定する。 

(ア) 前年度（入学者選抜試験実施前年度をいう。以下同じ。）に高等学校を卒業した

者又は当該年度に高等学校を卒業見込みの者 

(イ) 高等学校での学習において、全体の学習成績の状況が 3.0以上の者 

(ウ) 出身高等学校長が推薦した者 

 

ii.学校推薦型選抜（指定校制）（募集人員：15名） 

本学の指定する高等学校の生徒で、本学を専願し、次のすべての条件を満たす者が

対象である。選抜方法は、出願書類で高等学校卒業相当の基礎学力を有することを評

価し、面接試験の結果を総合して判定する。 

(ア) 当該年度に高等学校を卒業見込みの者 

(イ) 高等学校での学習において、全体の学習成績の状況が 3.3以上の者 

(ウ) 出身高等学校長が推薦した者 

(エ) 本学を卒業後、公認心理師として活躍することを強く希望する者 

(オ) 本学のアドミッション・ポリシーに適う資質を有する者 

 

(3) 社会人等特別選抜（募集人員：２名） 

本学を専願し、次のいずれかに該当する者が対象である。選抜方法は、調査書を含

む出願書類で高等学校卒業相当の基礎学力を有することを評価し、小論文試験及び

面接試験の結果を総合して判定する。なお、入学後は、働きながら学ぶことは想定し

ていない。また、既修得単位に関しては、本学の合同教授会において、60 単位を限

度として卒業要件単位として認める。 

(ア) 大学入学資格を有し、2年以上の社会経験を有する者 

(イ) 大学を卒業した者又は当該年度に大学を卒業見込みの者 



 

 

(ウ) 2 年制短期大学又は 3年制短期大学を卒業後、1年以上の社会経験を有する者 

(エ) 高等専門学校卒業後、1年以上の社会経験を有する者 

(オ) 専修学校の専門課程（専門学校）を卒業後、1年以上の社会経験を有する者 

※「社会経験」とは、職業に従事していた経験（自営業を含む）又は家事に専念し

た経験を指し、社会経験を通して人間の心理や心身の健康に強い関心を持ち、専門性

を活かして社会に貢献しようとする自己実現意欲を有すること。 

 

(4) 大学入学共通テスト利用選抜（募集人員：10名） 

次のいずれかの条件に該当する者で、当該年度大学入学共通テストにおいて、指定

された下記の科目を受験する者が対象である。大学入学共通テスト利用選抜に応募

してくる学生は、自己実現意欲が高く、他者を支援する意志があり、協調性を有し、

問題を解決する力があると考えられる。選抜方法は、出願書類及び大学入学共通テス

トの結果を総合して判定する。 

(ア) 高等学校を卒業した者又は当該年度に高等学校を卒業見込みの者 

(イ) 通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者又は当該年度に修了見込みの

者 

(ウ) 学校教育法施行規則第 150 条の規定により、高等学校を卒業した者と同等以上

の学力があると認められる者又は当該年度にこれに該当する見込みの者 

 

＜試験科目＞ 

a)前期日程 

・必須科目：「英語」 

・選択科目：次に掲げる科目から 2科目を選択 

「国語」「数学Ⅰ・数学Ａ」 

「物理基礎・化学基礎・生物基礎から 2科目」 

「物理」「化学」「生物」 

「世界史Ｂ」「日本史Ｂ」「地理Ｂ」 

b)後期日程 

・必須科目：「英語」 

・選択科目：次に掲げる科目から 1科目を選択 

「国語」「数学Ⅰ・数学Ａ」 

「物理基礎・化学基礎・生物基礎から 2科目」 

「物理」「化学」「生物」 

「世界史Ｂ」「日本史Ｂ」「地理Ｂ」 

 

なお、アドミッション・ポリシーにある高等学校卒業相当の国語の基礎学力は、必

須科目である英語の問題読解力及び日本語訳等の解答によって評価する。 

 

 



 

 

(5) 一般選抜（募集人員：22名） 

次の条件のいずれかに該当する者が対象である。一般選抜に応募してくる学生は、

自己実現意欲が高く、他者を支援する意志があり、協調性を有し、問題を解決する力

があると考えられる。選抜方法は、出願書類及び下記の試験科目の結果を総合して判

定する。 

(ア) 高等学校を卒業した者又は当該年度に高等学校を卒業見込みの者 

(イ) 通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者又は当該年度に修了見込みの

者 

(ウ) 学校教育法施行規則第 150 条の規定により、高等学校を卒業した者と同等以上

の学力があると認められる者又は当該年度にこれに該当する見込みの者 

 

＜試験科目＞ 

a)前期日程 

・必須科目：「英語」「国語総合」 

・選択科目：次に掲げる科目から 1科目を選択 

「数学Ⅰ・数学Ａ」「物理基礎・化学基礎」 

「物理基礎・生物基礎」「化学基礎・生物基礎」 

「物理」「化学」「生物」 

「世界史Ｂ」「日本史Ｂ」「地理Ｂ」 

b)後期日程 

・必須科目：「英語」「国語総合」 

※上記科目に加え、任意で「数学Ⅰ・数学Ａ」を別途受験可とする。 

 

３）選抜体制 

入学者選抜試験制度の検討、入学者選抜試験の実施に関わる事項については、全学に

おける入試委員会にて審議・決定し、実施している。総合型選抜Ａ方式第 1次選抜・総

合型選抜Ｂ方式の全学的な試験問題の作成・評価方法の策定は、学長指名により全学か

ら選出された構成員で組織される入試問題作問部会にて実施する。そのほかの選抜区分

における筆記試験問題は入試委員会が設置した入試問題検討部会にて、また書類や面接

評価等の項目や基準は各学科独自に検討し、決定する。面接試験を課す選抜区分では、

学科所属の専任教員（開設初年度は就任予定教員）が評価する。 

また合否判定は、学科で第 1次合否判定会議を行い、その後、学長・副学長、各学部・

学科長、各学科入試委員、入試広報部職員により構成された教授会代議員会である第 2

次合否判定会議にて審議し、学長の承認により決定する。 

 

１１．教員組織の編成の考え方及び特色 

１）心理健康学科の専任教員構成 

本学科では、心理学分野および隣接分野の教育・研究をとおして、人間を統合的に理

解するための幅広い教養や心身の健康に関する専門的な知識を修得させ、人々の QOL の

向上を目指し、人と社会における課題を発見しその解決に向けて取り組む能力を育成す



 

 

るため、演習科目や卒業研究の指導に関しても十分な教育力、指導力を有する教員を配

置する。さらに、基礎心理、臨床心理、運動心理の 3つの柱を特徴とすることから、そ

れぞれの領域で教育・研究上優れた実績を有する教員を配置する。 

専任教員は教授 5 名、准教授 2 名、講師 1 名、助教 4 名の計 12 名を配置する。基礎

心理領域で 4 名（教授 2名、准教授 1 名、助教 1名）、臨床心理領域で（教授授 2 名、

准教授 1 名、講師 1名、助教 2 名）、運動心理領域で 2 名（教授 1 名、助教 1 名）を配

置する。基礎心理領域では、向社会性動物であるマーモセットを始めとする動物実験を

専門とする教員が 3名、ヒトを対象とした実験を専門とする教員が 1 名で、いずれも十

分な業績を有している。臨床心理領域では、医療、司法、福祉、教育、社会を専門とす

る教員から構成されており、クライシス・プラン、慢性疼痛のブリーフ・セラピー、子

どものグループ・セラピー、発達障害のペアレント・トレーニングなど多様な領域で十

分な業績を有する教員をバランスよく配置している。運動心理領域では、運動学習とス

ポーツ心理臨床を専門とする教員を 1名ずつ配置している。この基礎から臨床、さらに

は運動までというまさに基礎から実践までを専門にする教員の構成が本学科の最大の

特色である。 

なお、専任教員は全員博士学位を有し、各領域で十分な教育・研究業績を有している。

また、公認心理師の取得が可能となる学部教育を行うために、公認心理師の資格を有す

る教員を 6 名配置している。就任時期については、専任教員 12 名全員が、開設時に就

任する。 

 

２）専任教員の年齢構成と定年規定の関係 

教員組織の就任時年齢構成は、30～39歳が 5 名、40～49歳が 2名、50～59歳が 2名、

60～64 歳が 1名、65～69歳が 2名となっており、完成年度では、30～39 歳が 2名、40

～49歳が 4名、50～59歳が 3名、65～69歳が 1名、70歳が 2名となっている。本学の

規定による定年は 65 歳であり、2 名が該当するが、学校法人側と教員側双方の了解が

あれば、法人就業規則第 20 条第１項及び附則 3 により、定年を超えて勤務することが

でき、2023 年(令和 5 年)3 月 10 日の理事会において当該の教員が定年を超えて勤務す

ることについて承認済である。定年延長措置により、本学科の完成年度の 3 月 31 日時

点においても教育研究水準の維持向上及び教育研究の活性化に支障をきたすことはな

い。〔資料 12：学校法人新潟総合学園就業規則(抄)〕 

また、本学科の完成年度以降の将来構想としては、教育研究水準を維持するため、当

該教員が担当する科目で欠員が生じた場合、相応の教育研究業績を有する人材を補充し、

教育研究の継続性を確保する。具体的には以下のような人事計画で行っていく。 

①既存の専任教員が職位昇進の場合はその者を欠員の後継者に充て、新たに若手教員

を採用し、後継者候補とする。 

②既存の専任教員に後継者としての該当者がいない場合、直ちに相応の教育研究業績

を有する人材を採用し補充を行う。 

上述のような人事計画のもと、十分な教育研究水準を維持できるよう計画をしている。 

 

３）専任教員の教育研究水準の維持向上 

本学科の専任教員の研究活動は、それぞれの教員の所属学会を中心に行われてお

り、各領域で国内外の研究を牽引していく。他方、本学科の特徴である基礎、臨床、

運動の 3 領域が、向社会性や対人技能などのテーマで共同研究を推進することによ



 

 

って、心理学のあらたな領域を切り拓くことが期待される。さらに、本学他学科の専

任教員との共同研究を推奨することによって、「チーム医療」の科学的根拠を提示し

ていくことが可能となる。そのために、学科内だけでなく、本学全体を対象とした研

究コロキウムを定期的に開催し、情報交換を行いながら人的つながりを深めていく。 

このように、本学科では研究活動を活性化させることにより、専任教員個々の研究

実績を積み重ねていくとともに、学科、本学としても研究水準の向上に寄与する。そ

して、本学の専任教員人事施策のひとつである業績評価（客観的評価）に、個々の業

績を反映させることにより、准教授、講師及び助教の教育研究水準の向上を図り、将

来的には、学内の基準を満たした者は昇任を積極的に推挙していく。また教授は、本

学科の専任教員の教育研究水準の向上を支援するとともに、自ら学界でのリーダー

シップをとり、新たな学術領域の構築を目指す。時間割上から、教員の研究時間に支

障をきたすことはない。〔資料 13：専任教員別時間割案(令和 9年度)〕 

 

１２．研究の実施についての考え方、体制、取組 

１）研究の実施についての考え方、実施体制、環境整備 

新潟医療福祉大学（本学）は、2001年度（平成 13 年度）に開学した保健・医療・福

祉・スポーツの分野に特化した大学であり、広く保健・医療・福祉に関する専門の学芸

を教授研究し、学術文化の発展に寄与し、人類の福祉の向上に貢献することを使命とし

ている（学則 1 章 1 条）。すなわち、この使命を果たすためには、高等教育機関として

自大学の特徴を生かした研究の推進は必須であると考えている。 

本学の使命を推進するため、開学当初から多職種連携とチーム医療に力を入れ、「新

潟連携教育研究センター」を設置するなど多職種連携による教育研究基盤を構築してい

る。また、2010 年度（平成 22年度）には「保健・医療・福祉・スポーツ領域を核とし

たアジアに秀でる研究拠点の形成」を将来計画に掲げるとともに、分野横断的な研究所

（運動機能医科学研究所）を開設している。本研究所では、複数学科が連携して、細胞

レベルの基礎研究や、ヒトを対象とした神経生理学的研究、スポーツ傷害予防・治療の

ための臨床研究、リハビリテーションに関連した治療法の研究開発を行い、多くの研究

成果を公表している。その成果もあり、2017 年度（平成 29年度）に文部科学省の「私

立大学研究ブランディング事業（テーマ：リハビリテーション科学とスポーツ科学の融

合による先端的研究研究拠点）」に採択され、2020 年度（令和 2年度）にはスポーツ庁

の「女性アスリート支援・育成事業」などに採択されている。さらに、領域別科研費採

択件数では「スポーツ科学、体育、健康科学およびその関連領域（リハビリテーション

科学含む）」において全国４位に位置しており、リハビリテーション科学とスポーツ科

学の融合による先端的研究拠点を形成しつつある点は大きな特徴の一つである。 

この他、アスリートサポート研究センターが中心となり強化部の選手をサポートする

とともに、実践的な研究を推進している点や、多職種が連携して高齢者の介護予防・栄

養指導に関連する研究や社会活動、障がい者スポーツに必要な義肢・装具の開発、言語

発達障がい児の支援活動、慢性期脳卒中患者の運動機能の向上に関する支援や研究など、

地域住民を対象にした健康増進活動も精力的に行っている点も本学の特徴である。つま

り、ワンキャンパス内で、細胞レベルの基礎研究から、ヒトを対象とした応用研究・臨

床研究に発展させ、さらにその成果を、多職種連携により対象者（患者、高齢者、競技

者）に還元するためのサイクルを確立しつつある点が本学の最大の特徴である。 

 

 



 

 

２）研究活動をサポートする技術職員や URAの配置状況 

本学では事務局総務部に「研究支援課」を設置し、教員の研究支援を行っているが、

専門の技術職員は雇用していない。一方、2021 年度（令和 3年度）から本学に「URA 推

進室」を設置し、URA 制度の取り入れに向けた準備を進めている。現時点では、主に教

員が兼務（教員 5名、事務局研究支援課職員 1名）して URA に関する情報収集や、外部

講師を招聘した FD・SD セミナーの企画・実施、若手研究者のマッチングを行うための

「ケン活サイト」の設置と調整を行っている。 

 

１３．施設・設備等の整備計画 

１）校地、運動場の整備計画 

本学は新潟市北区に所在し、周囲は農地等に接する森閑とした地域に 229,924 ㎡の校

地を有している。キャンパス周辺に商業施設等がないことから、後述のように学内の学

修環境の充実を図るとともに、学生の休息利用を含めた空地にも充分な面積を確保して

いる。 

運動場用地としては、58,612 ㎡を有しており、運動施設は、体育館 4棟（1709.43 ㎡、

630.00㎡、2630.51㎡、1807.38 ㎡）、温水プール（25m×6コース）が整備済みであり、

これらを全学科で共用している他、第 4 種公認の全天候型 400m トラック陸上競技グラ

ウンド、硬式野球グラウンド、及び人工芝テニスコート 4面、屋内投てき練習場が整備

されている。 

また、2015 年度（平成 27 年度）に、新校舎を建築した旧グラウンドの代替として、

隣接地を多目的運動場（4762.00㎡）として整備し、授業及びクラブ・サークル等の学

生の厚生活動のために利用している。 

 

２）校舎等施設の整備計画 

大学設置基準に定める必要施設は既存校舎において整備されており、心理健康学科に

あたっては、既設の第 11 研究・実習棟(U 棟)の 3 階の一部と 4 階全体を心理健康学科

の専用となる計画としている。 

3階フロアは、1299.13㎡を有し、専任教員用研究室 8室（個人研究室）、合同研究室

1 室（4人で使用）を配置する。 

4 階フロアは、1299.13 ㎡を有し、生理学実習室、心理学実習室、行動観察室、モニ

タールーム、動物実験室、演習室 5室、面接室 5室の整備を計画している。公認心理師

養成並びに、本学科の教育にとって必要な実践的で効果的な実習教育を実施するための

充実した環境を構築することになっており、実験・実習が無理なく実施することが可能

である。 

教室については、他学科と共同で利用する 1階の大講義室 1室、2階の中講義室 1室、

小講義室 2室、多目的室 1室のほか、第 2講義棟(Q棟)等を利用する。第 2講義棟(Q棟)

には小講義室 5室、大講義室 6室を設けている。そのため、講義室には余裕があり、施

設・設備の使用に支障が出ることはない。なお、教育上必要な機械器具は既に本学で所

有しており共用可能な動作解析装置および MRI検査装置を除き、すべて本学科専用のも

のを整備することとしている。 

〔資料 14：完成年度の心理健康学科時間割案(令和 9年度)〕〔資料 15：教育上必要な

機械器具の一覧〕 

 



３）図書等の資料及び図書館の整備

(1) 図書の整備

本学の図書館では 2023 年（令和 5年）3 月現在、約 136,802 冊の書籍及 1,472 種

の学術雑誌を揃えており(蔵書可能数 105,000 冊余)、大学の特質から特に基礎医学

系の図書が充実している。そのため、心理学に関する図書を中心に、学科開設時に

116 冊の和書、28 冊の洋書、7 本の DVD、5 タイトルの和雑誌、5 タイトルの洋雑誌

(電子ジャーナル)を新規に購入する。購入予定の洋雑誌には、多くの心理系雑誌が

購読できる Full APA PsycArticles が含まれている。 

紙媒体の学術雑誌についても、本学図書館に基礎医学系の雑誌が充分揃っている

こと、また本学は OPACを導入しており、紙媒体の学術雑誌だけでなく、オープンア

クセスの電子ジャーナルの検索・閲覧が可能である。ただし、オープンアクセスとな 

っていない心理学の主要誌である『カウンセリング研究』『家族療法研究』

『Interactional mind』『発達障害支援システム学研究』『学校心理学研究』の計 5誌

については新たに定期購入する予定である。洋雑誌に関しては、すでに本学が利用契

約を結んでいる 22タイトルの心理系洋雑誌を電子ジャーナルとして閲覧が可能であ

ることから、本学科の学修に必要な図書・学術雑誌に不足はないと考える。さらに、

『医中誌 Web』『CiNii Research』『PubMed』『Scopus』などの学術情報データベース

を利用できるよう整備している。

これらの図書や雑誌の閲覧・検索方法に関しては、本学図書館とも連携し，OPACの

利用方法について学生に周知する。また、CiNii Research、Scopus などのデータベ 

ースからの文献検索に関する講習会を開催し、電子ジャーナルの利用法や利用に際

しての留意事項を指導していく。 

〔資料 16：閲覧可能な心理系学術雑誌一覧〕 

(2) 図書館の機能

大学全体の収容定員増及び蔵書の増加に伴い、図書館機能を充実させるため、2016

年度（平成 28 年度）に図書館棟（3 階建）の改修を行った。閲覧席は主として 3 階

フロアに配置し、館内全体で 225席から 394 席に拡充された。2階フロアは主として

書架を増設し、配置している。1階フロアにはラーニングコモンズと学習支援センタ

ーの機能を新たに付加し、図書館のさまざまな情報資源を棟内に居ながら活用でき

る学習環境とし、学生の研究活動等に資する施設・設備を設けている。この改修によ

り、蔵書可能数は従来の 93,000冊余から 105,000 冊余に増えた。

蔵書はデータベース化されており、OPAC（オンライン蔵書目録）から学内図書及び

電子ジャーナル等の検索が可能であるとともに、図書検索用パソコンや学生個人パ

ソコンの使用スペースも確保されている。また、他の図書館が所蔵する図書を取り寄

せることも可能である。平日は午前 8 時 45 分から午後 10 時まで、土曜日は午前 9

時から午後 5 時を開館時間としているが、定期試験及び国家試験等の開催時期に合

わせ、日曜日・祝祭日も開館している。2016 年度（平成 28年度）には年間 300日以

上の開館実績を持ち、学生がより利用しやすい学習環境の開放・提供に努めている。

なお、購入する図書の一部については、図書館の蔵書管理下で合同研究室等にも配

置することにより、学生の利便を図ることとする。 



 

 

(3) デジタルデータベース、電子ジャーナル等の整備計画 

インターネット上の各種データベース検索機能の整備、及び医学系の分野で定評

のある電子ジャーナル媒体との契約（合計約 5,500 タイトル）により、教員・学生へ

のニーズに対応している。引き続き、最新情報や論文のフルテキストを取得できる電

子ジャーナルの充実に努める。 

 

(4) 他の大学図書館との協力 

本学図書館は、全国組織としての日本図書館協会（大学図書館部会）、私立大学図

書館協会、JUSTICE（大学図書館コンソーシアム連合）に加盟しており、全国の大学

を始めとした図書館とネットワークを組んでいる。 

 

１４．管理運営及び事務組織 

１）総務会・教授会 

(1) 総務会 

総務会は学則第 9条に規定されており、学長、学部長、学科長、事務局長および法

人を代表する職員から構成され、全学的な重要事項を審議する機関となっている。全

学に係わる次の事項について、原則として月１回開催・審議する。 

①教育研究環境の整備に関すること 

②学則その他重要な規程の制定・改廃に関すること 

③教育職員人事に関すること 

④学生の定員に関すること 

⑤学生の生活、身分に関する重要な事項について 

⑥理事会が諮問する事項について 

⑦学長が諮問する事項について 

⑧教育研究に関する全学的な重要事項について 

⑨各学部・学科間の調整事項について 

⑩その他大学運営に関する重要な事項について 

 

(2) 教授会 

教授会は学則第 10条及び教授会規程第 3条に規定されている合同教授会として開

催されており、全学の講師以上の専任教員から構成される（助教・助手はオブザーバ

ー出席）。教授会は、学長が次に掲げる重要事項について決定を行うにあたり、審議

した結果を学長に意見として述べる。教授会の開催は、原則として月１回としてい

る。 

①学生の入学、卒業に関すること 

②学位の授与に関すること 

③教育・研究の基本方針に関すること 

④教育課程及び履修方式に関すること 

⑤学生の指導、賞罰及び除籍に関すること 



 

 

教授会は、上記の他、学長及びその他の教授会が置かれる組織の長（学長等）がつ

かさどる教育研究に関する事項について審議し、学長等の求めがあった場合、その結

果を学長等に意見として述べることができる。 

 

(3) 学科会議 

各学科において学科会議を開催し、以下に掲げる学科に関する事項について審議

を行う。なお、学科会議は本学科の助教以上の専任教員で構成され、学科長が会議を

運営する。学科会議の開催は、原則として月 1回とする。 

①総務会、学内各種委員会の報告 

②学科予算に関すること 

③教務に関すること 

④入試・広報に関すること 

⑤学生・就職に関すること 

⑥研究に関すること 

⑦教員人事に関すること 

⑧その他学科で検討すべき事項 

 

２）委員会組織 

本学総務会規程第 3条に基づき、必要に応じて個別の議案を審議させるための専門委

員会として 2021年度（令和 3年度）においては、次に掲げる委員会が組織されている。 

各役職者及び各学科から選出された委員により、各委員会が所管する事項について計

画立案及び審議を行う。 

 

〈新潟医療福祉大学各種委員会〉 

管 轄 委 員 会 名 

学長直轄    将来計画機構 

学生懲戒諮問委員会 

危機管理委員会 

   教員選考委員会（再任審査委員会） 

人権委員会 

   個人情報保護委員会 

安全衛生委員会 

   自己点検・評価委員会 

   外部評価準備委員会 

事業戦略推進部   入試委員会（アドミッション・オフィス） 

広報委員会 

大学院入試広報委員会 

   IR戦略委員会 



 

 

国際交流推進部 国際交流センター運営委員会 

 教育・学生支

援機構 

 学生支援推進部  健康管理センター運営委員会 

   図書館・学習支援委員会 

   就職センター運営委員会 

教職支援センター運営委員会 

学生委員会 

交通安全委員会 

教育開発推進部 教務委員会 

   FD・SD 推進委員会 

国家試験・資格試験対策委員会 

   新潟連携教育研究センター運営委員会 

   高等教育推進センター運営委員会 

研究・産官学

連携推進機

構 

 研究・産官学連携

推進部 

科研費対策委員会 

運動機能医科学研究所 

自然人類学研究所 

プロジェクト研究センター運営委員会 

  研究・産官学連携

支援部 

 学術委員会 

   倫理委員会 

遺伝子組換え実験安全委員会 

   動物実験委員会 

毒物・劇物管理委員会 

   利益相反マネジメント委員会 

知的財産委員会 

   URA 推進室 

  大学院教育研究支

援部 

大学院教務委員会 

大学院教育研究環境委員会 

社会連携・同

窓会推進機

構 

社会連携推進部  社会連携推進センター運営委員会 

  同窓会・生涯学習

推進部 

 同窓会・生涯学習連携推進委員会 

 アスレティ

ックデパー

トメント推

進機構 

強化指定クラブ運

営部 

 強化指定クラブ運営委員会 

  アスレティックデ

パートメント推進

部 

 アスレテックデパートメント推進委員会 

 
 

 



 

 

３）事務組織体制 

本学の事務組織は、組織図のとおり、理事会のもとに医療系総合大学として法人事務

組織を含めた大学全体での事務組織体制となっている。これらの事務組織は各組織と適

切な連携協力関係を保持しながら恒常的な見直し、改善を実施している。〔資料 17：大

学組織図〕 

 

(1) 学生の厚生補導 

学生たちが安全・安心で充実した学生生活を送ることができるように、学生生活に

関する適切な情報の提供や必要に応じた指導等「面倒見のよい大学」として日々支援

を行っている。 

学生の厚生補導のための組織として学生課、就職センター、大学院・国際交流課を

設置し、それぞれ下記の支援業務を行っている。また、学生委員会では学生の全般に

関する事項について審議を行っている。 

〇学生課 

①学生相談②休学、退学、復学に関すること③学友会、サークル活動に関すること

④県人会活動に関すること⑤在学証明、通学証明に関すること⑥交通安全指導⑦奨

学金に関すること⑧学生寮紹介⑨ボランティア活動に関すること⑩新型コロナウイ

ルス感染予防対策の実施 

〇就職センター 

①就職や進路に関する学生相談②求人開拓③各種求人説明会の開催④ビジネスマ

ナー指導 

〇大学院・国際交流課 

① 学生相談②留学生の各種取次申請に関するサービス業務 

 

１５．自己点検・評価 

１）学内における実施 

(1) 実施方法・体制 

自己点検･評価について、学則第 4条に「本学は、その教育研究の向上を図り、第

１条の目的を達成するため、教育研究活動等の状況について自ら点検及び評価を行

い、その結果を公表する」と定めている。 

これを実施するために、本学内に「自己点検・自己評価委員会」を組織化し、自己

点検・評価の実施方法、体制、結果の活用等の検討・実施、教育の質保証に関する提

案等を行っている。委員会の構成員は、自己点検・評価委員長、副学長、研究科長、

法人事務局長が指名する法人職員、教育・学生支援機構長が指名する部長・委員長

等、大学事務局長が指名する大学職員である。 

2010 年度（平成 22 年度）に学長を中心として「新潟医療福祉大学将来計画機構」

を設置し、2010 年度(平成 22 年度)から 2020 年度（令和 2 年度）までの将来計画を

作成し、期間中の 2011 年度（平成 23 年度）、2013 年度（平成 25 年度）、2017 年度

（平成 29年度）に将来計画中期計画に対する自己点検評価を実施し、最終年度であ

る 2020年度（令和 2年度）には将来計画長期計画に対する自己点検評価を実施した。 



 

 

また、2020 年度（令和 2 年度）に、自己点検評価と並行して将来計画機構におい

て 2021年度（令和 3年度）から 2030年度（令和 12年度）までの将来計画を作成し

た。 

現在は、2021年度（令和 3年度）から 2025年度（令和 7年度）までの第１期中期

目標・中期計画に取組んでいる。 

 

(2) 評価項目 

2021 年度(令和 3年度)に策定した「将来計画」においては、以下の 10項目のドメ

インを設定し、令和 3年度（2021年度）から令和 7年度（2025 年度）を第 1期中期

目標・中期計画、令和 8 年度（2026 年度）から令和 12 年度（2030 年度）を第 2 期

とし、各中期目標・中期計画の 2年目に中間評価を実施し、中期目標・中期計画終期

に期末評価を実施している。 

＜ドメイン＞ 

①大学拡充計画の推進 

②教育の質保証（CPと DP を含む） 

③学生支援の充実（APと入試広報を含む） 

④研究機能の強化（産官学連携の推進を含む） 

⑤社会連携の強化（同窓会と生涯学習の支援推進を含む） 

⑥国際交流の推進 

⑦大学スポーツ振興の推進 

⑧学生募集の強化 

⑨組織マネジメント 

⑩内部質保証 

 

(3) 結果の活用と公表 

本学科においても、大学全体の実施体制に組み込み、既存学科と同様の実施方法に

より自己点検・評価を行う。結果は学科理念や目標に照らし合わせ教育研究活動等の

課題改善や質の向上を図る。 

実施した自己点検・評価は、報告書として冊子体を作成し、大学ホームページに掲

載することで学外に広く公表をしている。 

 

２）第三者大学評価の実施 

本学では、財団法人日本高等教育評価機構による第三者大学評価を平成 18年度（2006

年度）と平成 25 年度（2013 年度）、令和 2 年度（2020 年度）に受審し、いずれも「機

構が定める大学評価基準を満たしている」との認定を受けている。 

外部評価の実施体制としては、外部評価準備委員長、将来計画機構長、自己点検・評

価委員長、学生部長、事務局長から構成される「外部評価準備委員会」が組織されてい

る。 

令和 2 年度（2020 年度）における評価項目は、機構が設定する基準 1～6（使命・目

的等、学生、教育課程、教員・職員、経営・管理と財務、内部質保証）に加え、大学が



 

 

独自に設定した基準として「リハビリテーション科学・スポーツ科学領域における先端

的研究拠点の基盤形成」「地域社会貢献及び国際交流の推進」を設定し評価を受けた。

外部評価結果については、本学ホームページにて自己点検評価書とともに、機構による

「調査報告書」を掲載している。 

 

１６.情報の公開 

情報の公表に関しては、学則第 5条で「本学は、本学の教育研究活動等の状況につい

て、刊行物等への掲載その他、広く周知できる方法により、積極的に外部に対して情報

を提供する」と定めている。 

学内の教育研究活動等の状況に関する情報については、毎年『年報』として公表して

いる他、ホームページにも情報を公表している。年報に公表している内容は、次のとお

りである。 

①大学の基本理念 

②沿革 

③組織(組織図、役職者、教員数) 

④学年暦 

⑤管理運営(総務会、大学院委員会、合同教授会、研究科委員会、専門委員会の活

動状況) 

⑥大学の公開と広報(講演会等、広報活動) 

⑦研究活動(学長及び各学科専任教員の研究題目、著書、論文、研究発表、学会活

動、社会活動、その他の教育研究活動) 

⑧図書館(蔵書数、年間受入冊数、利用状況、データ推移) 

⑨学生関係(学生定員、入試広報活動、入学者選抜方法、入学選考試験結果、在席

学生数、異動学生数、学生生活、国会試験、資格試験結果、就職状況) 

 

一方、本学ホームページに公表している内容は、次のア)～コ)のとおりである。本学

はこれらの情報を今後も継続して積極的に公表していく。 

(以下の URL は、令和 5年 3月現在のものであり、今後変更される場合がある。) 

ア)大学の教育研究上の目的に関すること 

〇教育の基本理念 https://www.nuhw.ac.jp/about/idea.html 

〇学部及び学科ごとの人材の養成に関する目的その他の教育研究上の目的 

http://www.nuhw.ac.jp/about/img/pdf/department.pdf 

イ）教育研究上の基本組織に関すること 

https://www.nuhw.ac.jp/about/organization.html 

ウ)教員組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

〇各教員が保有する学位及び業績 https://www.nuhw.ac.jp/about/teacher.html 

〇教職員数 https://www.nuhw.ac.jp/about/staff.html 

・【学部】学科別、職階別、男女別教員数、教員一人あたり学生数及び非常勤教員率 

・年齢別教員数 



 

 

エ)入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒

業した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関すること 

〇アドミッション・ポリシー 

・学部入学者 https://www.nuhw.ac.jp/applicant/admissions/ap.html 

〇学生数・入学者数 https://www.nuhw.ac.jp/about/number.html 

・学生総数 

・学生状況 

〇入試形態別志願者、入学者、合格者 

https://www.nuhw.ac.jp/applicant/admissions/nyuushi_data.pdf 

〇卒業・就職状況等 https://www.nuhw.ac.jp/career/performance.html 

オ)授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業に関すること 

〇2022 年度(令和 4 年度)授業概要 

https://www.nuhw.ac.jp/about/img/pdf/exp_subject_syllabus_2022.pdf 

〇学科カリキュラム 

・理学療法学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/pt/curriculum.html 

・作業療法学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/ot/curriculum.html 

・言語聴覚学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/st/curriculum.html 

・義肢装具自立支援学科 

 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/at/curriculum.html 

・臨床技術学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/mt/curriculum.html 

・視機能科学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/ort/curriculum.html 

・救急救命学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/em/ 

・診療放射線学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/rt/ 

・健康栄養学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/health/hn/curriculum.html 

・健康スポーツ学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/health/hs/curriculum.html 

・看護学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/health/nr/curriculum.html 

・社会福祉学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/welfare/sw/curriculum.html 

・医療情報管理学科 

https://www.nuhw.ac.jp/faculty/informatics/hi/curriculum.html 

カ)学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 

〇ディプロマ・ポリシー 

・大学全体 https://www.nuhw.ac.jp/about/policy.pdf 

・理学療法学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/pt/policy.pdf 

・作業療法学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/ot/policy.pdf 

・言語聴覚学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/st/policy.pdf 

・義肢装具自立支援学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/at/policy.pdf 

・臨床技術学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/mt/policy.pdf 



 

 

・視機能科学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/ort/policy.pdf 

・救急救命学科 

 https://www.nuhw.ac.jp/applicant/admissions/diploma/em.html#diploma 

・診療放射線学科 

 https://www.nuhw.ac.jp/applicant/admissions/diploma/rt.html#diploma 

・健康栄養学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/health/hn/policy.pdf 

・健康スポーツ学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/health/hs/policy.pdf 

・看護学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/health/nr/policy.pdf 

・社会福祉学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/welfare/sw/policy.pdf 

・医療情報管理学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/informatics/hi/policy.pdf 

・大学院 https://www.nuhw.ac.jp/grad/about/composition.html 

〇卒業に必要な修得単位数(学部) 

https://www.nuhw.ac.jp/student/courseguide/courseguide02.pdf 

〇成績評価の基準(学部) 

https://www.nuhw.ac.jp/about/img/pdf/standard02.pdf 

〇履修規則(修士課程) 

https://www.nuhw.ac.jp/about/img/pdf/risyurule_m_2206.pdf 

〇卒業に必要な修得単位数(修士課程) 

https://www.nuhw.ac.jp/about/img/pdf/risyurule_m_2109.pdf 

〇成績評価の基準(修士課程) 

https://www.nuhw.ac.jp/about/pdf/grade_d.pdf?2206 

〇履修規則(博士後期課程) 

https://www.nuhw.ac.jp/grad/curriculum/doctor/curriculum/risyurule_d.pdf?20

220720 

〇卒業に必要な修得単位数(博士後期課程) 

https://www.nuhw.ac.jp/about/pdf/risyurule_d_2109.pdf 

〇成績評価の基準(博士後期課程) 

https://www.nuhw.ac.jp/about/pdf/grade_d.pdf?2206 

〇取得可能な学位 

https://www.nuhw.ac.jp/about/img/pdf/degree_2209.pdf 

キ)校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

〇キャンパスマップ https://www.nuhw.ac.jp/about/map.html 

〇学科施設・設備 

・理学療法学科 http://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/pt/institution.html 

・作業療法学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/ot/institution.html 

・言語聴覚学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/st/institution.html 

・義肢装具自立支援学科 



 

 

 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/at/institution.html 

・臨床技術学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/mt/institution.html 

・視機能科学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/ort/institution.html 

・救急救命学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/em/institution.html 

・診療放射線学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/medical/rt/institution.html 

・健康栄養学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/health/hn/institution.html 

・健康スポーツ学科 http://www.nuhw.ac.jp/faculty/health/hs/institution.html 

・看護学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/health/nr/institution.html 

・社会福祉学科 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/welfare/sw/institution.html 

・医療情報管理学科 

 https://www.nuhw.ac.jp/faculty/informatics/hi/institution.html 

〇大学図書館 https://lib.nuhw.ac.jp/#gsc.tab=0 

〇交通アクセス https://www.nuhw.ac.jp/about/access.html 

ク)授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

〇学部生の授業料、入学料等の学費 

https://www.nuhw.ac.jp/applicant/admissions/tution.html 

ケ)大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

〇修学支援及び心身の健康等の支援 

 https://www.nuhw.ac.jp/applicant/campus/support/ 

〇進路選択に係る支援 https://www.nuhw.ac.jp/career/support.html 

コ)その他 

〇国際交流・社会貢献等の概要 

・国際交流(協定相手校など)https://www.nuhw.ac.jp/international/ 

・社会貢献等の概要 

・社会貢献活動 https://www.nuhw.ac.jp/about/socialoutline.html#koken 

・大学間連携 https://www.nuhw.ac.jp/about/socialoutline.html#renkei01 

・産官学連携 https://www.nuhw.ac.jp/about/socialoutline.html#renkei01 

〇教職課程に関する情報 https://www.nuhw.ac.jp/about/teacher_training.html 

 

１７.教育内容の改善を図るための組織的な研修等 

2021 年度（令和 3 年度）より新将来計画に掲げる中期目標・中期計画を推進するた

めに、各種委員会の組織体制を再編し、FD・SD 推進委員会として統合され、大学全体の

教育効果の強化と教員と職員の資質の維持向上を図るための活動を行っている。FD・SD

推進委員会では次に掲げる取り組みを行い、その結果は全学的に報告され、活用されて

いる。FD・SD 推進委員会の令和 4年度（2022 年度）の実績は、〔資料 18：2022年度 FD・

SD推進委員会活動実績〕のとおりである。研修の対象者は教職員に限定されており、月

1 回程度の頻度で開催を行っている。 

 



 

 

１８.社会的・職業的自立に関する指導等及び体制 

１）教育課程内の取組について 

本学科では、本学における教育の基本理念である「優れた QOL サポーター育成」のも

と、心理学及び心身の健康に関する知見と方法を学び、論理的・批判的な思考力と判断

力、協働的コミュニケーション能力を有し、発見的理解の習慣を自ら育むことができ、

人間と社会の諸問題にたえず関心を寄せ、あくなき探求心と豊かな共感力を有し、積極

的なリーダーシップと行動力で、問題解決に取り組み、豊かな人間性と倫理観を有し、

人類と社会の調和的発展とウェルビーイングに貢献できる人材を育成する。そのために、

基礎教養科目群、保健医療福祉教養科目群、保健医療福祉連携科目群の各科目群を編成

することで、社会的、職業的自立を図るための基礎的な知識や技能を修得する。特に、

「連携基礎ゼミ」、「チームアプローチ入門」、「保健医療福祉連携学」、「地域連携学」、

「連携総合ゼミ」では、他の医療専門職との連携やお互いの業務を学ぶほか、社会人と

して求められる態度やコミュニケーション技術の向上を図り、職業観や勤労観を培い、

キャリア教育に繋がる科目と位置づけている。 

専門基礎科目群、専門専攻科目群では、2年次前期に配置している「心理学基礎実験」

と、3年次前期に配置している「心理学実験」を教育課程内における社会的、職業的自

立の中核科目と位置づけ、心理学的知識や技能を修得するだけでなく、論理的・批判的

な思考力と判断力、協働的コミュニケーション能力を身につけ、発見的理解で人間と社

会の問題解決に取り組むことのできる能力を修得する。 

また、専門専攻科目群の 3 年前期に配置している「インターンシップ実習」、4 年次

前後期の「心理実習Ⅰ・Ⅱ」において、将来の職種選択につながる経験を積むことを期

待している。 

さらに、4年次前後期に配置している「卒業研究 A・B」において、自ら課題を発見し、

その課題を解決していく経験を積み、社会に出て人類と社会の調和的発展とウェルビー

イングに貢献する職業意識を育成する。 

〔資料 19：心理学基礎実験、心理学実験シラバス〕 

 

２）教育課程外の取組について 

(1) 資格取得支援 

本学は「保健・医療・福祉・スポーツの総合大学」を標榜しており、各学科とも国

家試験をはじめとした各種資格試験対策に重点を置いている。一部の学科を除き、国

家試験等の合格が就職内定先の採用条件となることから、学科の専任教員が一丸と

なり支援を行っている。本学科においても同様の支援を行うこととする。 

具体的には、次のような支援を行っている。 

〇模擬試験の実施 

学生の到達度を客観的に判定し、一定の到達度に達していない学生については、個

別指導等の支援体制を強化している。 

〇特別講義の実施 

〇図書館の開館時間の拡充 

原則として、平日は午後 10 時まで開館している。また、年間 300 日以上開館し、

学生の学習及び資格取得に向けた支援体制のひとつとしている。 

〇各種試験対策学習室の割り当て 



 

 

授業時間以外の学習スペースとして、学生ラウンジの他、各学科に学習室を割り当

てることにより、学生は授業時間以外の自己学習スペースとして使用できる。 

〇資格試験対策システム 

インターネットを活用した模擬問題を自己学習できる。 

〇年末年始の教室開放 

冬季休暇で大学キャンパスが閉講する年末年始の間に、国家試験・資格試験対策の

学習スペースとして一部の棟を開放している。 

 

３）適切な体制の整備について 

(1) 資格取得支援体制 

本学の国家試験・資格試験支援の体制については、各学科の国家試験・資格試験対

策委員が各種資格取得支援の中心的役割を担い、卒業研究ゼミの担当教員と相互に

連携し、情報を共有しながら学生の支援にあたっている。 

本学では、既述のような資格取得支援について、各学科が資格別に年間の支援計画

を策定し、国家試験等の合格者数を目標に掲げるとともに、各月における取り組み及

び支援計画の達成状況を総務会において報告している。 

(2) 就職支援 

本学は医療職等の専門性の高い人材の養成に特化しており、入学時点で卒業後の

就職先・業種をある程度見据えている学生が多いと考えられる。一方、職業観が希薄

な学生に無職者やフリーターを安易に選択させることのないように、また、ミスマッ

チによる早期退職を防ぐために、低学年から職業や社会常識に対する意識付け、動機

付けの方策を検討することが重要である。そのために、就職に対する意識変化や医療

施設・企業・官公庁の採用環境の変化等を的確に把握するとともに、就職指導の重要

課題を教員、職員が共通認識し、支援体制を強固なものにしていく。 



 

 

具体的には、次のような支援を状況や学生の希望により対面及びオンラインで行

っている。 

〇就職ガイダンス 

3年次の学生を対象とし、一般企業向け・医療職向けと分けて開催 

〇公務員試験対策 

全学科・学年を対象とした公務員ガイダンス・公務員試験対策講座の実施 

〇就職セミナー 

インターンシップ、エントリーシート・履歴書作成、面接試験対策、筆記試験対策、

小論文対策、マナー講座 

〇業界・職種研究会 

3年次の学生を対象とし、一般企業・公的機関等の人事担当者を講師として、業界

や職種に関する話を伺い、職業観を拡げ、選択肢の幅を広げている。 

〇就職センターホームページ 

Web上で就職に関する情報収集や求人検索を行うことができる。 

〇医療福祉施設求人説明会 

全国の医療機関のリハビリテーション科の採用担当者から個別に説明を受けるこ

とで、学生の希望に沿った施設を選択することができる。 

〇学内企業就職説明会 

一般企業・公的機関等への就職を希望する学生を対象に、様々な業種（職種）から

お招きした本学の学生を採用したい企業の採用担当者と面談することで、企業情報・

採用情報を得る場とする。 

 

(3) 就職支援体制 

本学の就職支援の体制については、〔資料 20：就職支援体制〕のとおりである。就

職センターには、キャリア開発室の専任職員として現在 7名が常駐している。また、

各学科の就職センター運営委員とキャリア開発室が一体で就職支援にあたり、学生

一人ひとりの就職活動及び内定状況の情報を共有し、活動が遅れている学生に対し

ては、就職センター運営委員及び卒業研究ゼミの担当教員が個別に支援している。 

開室時間内であれば、学生は専任職員にいつでも相談ができる体制であるが、大学

全体の収容定員の増加に伴い、施設・設備が手狭になったことから、平成 28 年（2016

年度）に同一校舎内の別室に移転し、センター機能を拡充した。 

また、新型コロナウイルス感染症の感染予防のため、必要に応じて対面での支援に

加え、オンラインを活用した支援を充実させ、学生のニーズに伴った相談支援体制を

構築した。 

 




